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生 駒 市 





平成２５年度の本市の財政運営は、引き続き税収入、受益者負担の適正化等の

財源確保に努め、事務事業の見直し、職員数の削減や人事院勧告に基づく現給保

障制度の廃止等による人件費の削減など経常経費の削減に取り組む一方、子育て

支援施設や教育施設の整備をはじめ、健康、福祉、医療に関する施策の実施、環

境問題への対応、また、生駒駅前北口第二地区市街地再開発事業をはじめとする

都市基盤の整備、消防北分署建設など消防・救急体制の充実等、本市の発展に必

要不可欠な施策に積極的に取り組み、時代にあった行政サービスを提供できるよ

う最大限努力をしてまいりました。 

一般会計につきましては、まず、臨時財政対策債の借り換えを実施したことに

よって、歳入歳出とも全体額が上昇しています。この借り換え分を除くと、歳入

では地方交付税が減収となったものの、市税収入が昨年度に引き続き２年連続で

増収となり、さらに株式等譲渡所得割交付金や配当割交付金が大きく増加いたし

ました。一方、歳出においては介護保険や民間保育所の増加による社会保障関係

費の増加に加え、生駒駅前北口第二地区等市街地再開発事業費やサンヨースポー

ツセンター購入費など投資的経費が増加したものの、職員数の削減により人件費

が、また繰上償還により公債費が減少したこともあり、歳入の増加が歳出の増加

を上回り、実質収支は昨年度以上の１８億６，６００万円の黒字を計上すること

ができました。 

次に、特別会計ですが、国民健康保険特別会計は、歳出で保険給付費が増加し

たものの、歳入で国庫支出金や共同事業交付金等の増収分が上回ったため、実質

収支が黒字となり、その他の特別会計につきましても、黒字あるいは収支均衡と

なりました。 

また、市債残高は繰上償還を行った結果、公営企業債も含めて２億６，６００

万円減少し、３２１億５，８００万円となり、一方、積立基金残高は、２億３，

１００万円減少し、９７億４，２００万円となりました。 



財政指標では、経常一般財源が伸び、経常経費充当一般財源が減少したことか

ら、経常収支比率が昨年度より、３．４ポイント下回り、８５．８パーセントと

なりました。また、実質公債費比率についても３．７パーセントとなり昨年度よ

り１．０ポイント改善いたしました。 

しかしながら、地方交付税が減少していることや社会保障関係費は依然として

増加傾向にあり、引き続きこのことを念頭に置いた財政運営が求められます。 

生駒市は、民間が毎年実施している「住みよさランキング」では、昨年に引き

続き好評価を維持することが出来ました。このことは、本市が、社会保障関係費

の増大に対応しながらも、子育て・教育施策の充実、市立病院建設をはじめとす

る医療サービスの充実や健康づくりの推進、環境施策の推進、都市基盤整備、消

防・救急体制の強化など、さまざまな改革や新規事業を積極的に実施してきたこ

とによる成果であると考えます。今後においても、今まで以上に積極･果敢に「関

西一魅力的な住宅都市」を実現してまいります。 

議員の皆様、市民の皆様、引き続き一層の熱いご支援、ご協力をお願い申し上

げます。 

 

平成２６年９月１６日 

生駒市長 山 下  真 
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〈平成２５年度決算　主要実施施策〉

1 「市民が主役となってつくる、参画と協働のまち」への取組
（地域活動・市民活動の活性化）

○ 市民活動団体支援制度（マイサポいこま） 7,192 千円

○ 市民自治協議会の設立支援 430 千円

小学校区単位での協議会設立に向けた活動支援

【新】地域課題解決活動促進事業 1,467 千円

○ 自治会活動支援 83,054 千円

自治会活動及び集会所整備に助成

○ どこでも講座の実施（70件）

○ 市民間交流イベントの開催 14,860 千円

いこまどんどこまつり・生駒山スカイウォーク

（人権の尊重）

○ 男女共同参画施策の推進 8,734 千円

女性相談・男女共同参画各種セミナー・市民意識調査等

【新】インターネット人権セーフティーネット事業 100 千円

インターネット利用のマナー、ルール等について研修開催

（健全で効率的な行財政運営の推進）

○ 行政改革の推進 869 千円

行政改革推進委員会の運営

○ 第5次総合計画後期基本計画の策定 2,206 千円

総合計画審議会開催・基本計画案策定

○ 住民票等のコンビニ交付 28,609 千円

【新】住基ネットシステム機器更改 9,345 千円

○ 出先機関窓口業務推進事業 4,799 千円

【新】戸籍副本データ管理システム構築 2,849 千円

○ 未利用地の売却【歳入】 26,524 千円

【新】新規職員採用試験の一部民間委託等 5,185 千円

【新】人事情報総合システム更新 19,415 千円

人事給与システムに人事評価・研修・健康管理システムを付加

【新】市債の借り換え（補正予算） 2,157,572 千円

○ 市債の繰上償還（補正予算） 1,038,256 千円

18 歳以上のすべての市民が、一定金額の権利を持って支援したい市
民活動団体の事業を選択し、支援金（補助金）を交付

「いま、ここから。ママの一歩応援講座」（2コース）実施
「社会起業シンポジウム」「社会起業家インタビュー」

住民票の写し、印鑑登録証明書、戸籍証明書に加え住民票記載事項証
明書及び所得・課税(非課税)証明書を交付
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２ 「子育てしやすく、だれもが成長できるまち」への取組
（子育て支援の充実）

【新】子ども・子育て支援事業計画の策定 2,255 千円

子ども・子育て支援事業計画策定に係るニーズ調査等

○ 児童手当 2,089,405 千円

○ 児童扶養手当 272,198 千円

○ 高等技能訓練促進給付 20,669 千円

ひとり親家庭の母または父が資格取得するため助成

○ 私立保育所運営等支援 221,755 千円

私立保育所が実施する長時間保育、病児、病後児保育事業等について助成

【新】私立保育所省エネルギー化推進補助

【新】私立保育所3園　4月開設（定員100人×3園）

【新】

【新】保育士等処遇改善事業補助（補正予算） 27,510 千円

【新】私立保育所施設整備事業助成 16,890 千円

ソフィア東生駒保育園分園（平成25年11月開設 定員29人）

○ 児童育成クラブ（学童保育）運営助成 127,678 千円

【新】あすか野学童分割工事 38,492 千円

○ 家庭相談員及び子育て支援員による家庭支援の充実 18,412 千円

○ 子ども医療費助成 158,089 千円

【新】未熟児養育医療費給付 6,930 千円

○ ひとり親家庭等医療費助成 39,924 千円

○ 乳幼児健康診査委託 24,985 千円

○ 予防接種委託 277,413 千円

○ 妊婦一般健康診査助成 79,967 千円

1妊婦あたり上限85,000円の助成

（学校教育の充実）

○ 幼稚園の耐震化

生駒台幼稚園の改築工事基本・実施設計 19,646 千円

83,456 千円

81,494 千円

【新】学校施設老朽化対策先導事業　桜ヶ丘小学校（補正予算） 2,137 千円

【新】あすか野小学校増築事業 9,353 千円

測量及び増築工事設計

○ 小学1、2年生の少人数学級編成 41,574 千円

小学1年生30人学級

小学2年生35人学級

○ 特別支援教育支援講師の充実 16,355 千円

発達障がい児童生徒の増加（多様化）への対応

○ スーパーエコスクール実証事業 13,335 千円

ワークショップの結果を踏まえ、エコ改修設計

○ 小・中学校の就学援助 89,045 千円

病児保育実施補助

俵口幼稚園耐震補強工事(繰越予算）

あすか野幼稚園耐震補強工事（繰越予算）

-4-



○ 私立幼稚園就園の助成 16,063 千円

私立幼稚園就園世帯を助成

（生涯学習の推進）

○ たけまるホール増築改修・耐震補強工事（繰越予算含む） 192,706 千円

【新】生駒駅前図書室開室に向けた内装工事等 156,491 千円

愛称「木田文庫」として平成26年4月20日開室

○ 寿大学の運営 4,500 千円

（文化・スポーツ活動の推進）

○ 生駒ふるさとミュージアム開館（繰越予算含む） 126,365 千円

平成26年2月開館

○ 歴史文化基金積立（【歳入】歴史文化寄附金等） 306 千円

○ いこま国際音楽祭開催 4,074 千円

いこま国際音楽祭実行委員会に助成

【新】総合型地域スポーツクラブ啓発活動事業 1,500 千円

【新】浄化センターテニスコート整備事業 23,557 千円

○ 各体育施設改修工事（繰越予算含む） 8,832 千円

市民体育館耐震補強等工事設計業務等

【新】北部スポーツタウン事業（補正予算） 203,171 千円

サンヨースポーツセンター購入

３ 「環境にやさしく、自然と都市機能が調和した、住みやすいまち」への
取組

（適切な土地利用の推進）

○ 空き家・空き地対策事業 752 千円

地域活性化を目指し空き家・空き地活用方策を検討

【新】老朽家屋解体工事補助　　

【新】市営住宅耐震診断 2,625 千円

【新】スマートコミュニティ推進奨励金（補正予算） 16,890 千円

全体計画認定戸数43戸のうち33戸に交付

【新】住宅省エネルギー改修補助事業 6,647 千円

○ 生駒駅前北口第二地区市街地再開発事業（繰越予算含む） 1,803,254 千円

○ リニア中央新幹線関連調査等（繰越予算含む） 16,277 千円

（交通ネットワークの整備）

○ 道路整備に係る地籍調査 19,905 千円

○ 橋梁長寿命化修繕計画策定（繰越予算含む） 1,905 千円

【新】橋梁耐震化事業 9,450 千円

本町谷田1号橋耐震補強設計

○ 企業誘致関連道路事業

北田原南北線（繰越予算含む） 128,805 千円

北田原中学校線（繰越予算含む） 18,367 千円
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○ 道路新設改良事業

秋津6号線道路改良工事（繰越予算） 10,474 千円

元町菜畑線道路整備工事（繰越予算） 12,313 千円

学研北生駒駅周辺まちづくり関連道路（繰越予算含む） 106,468 千円

宝山寺参詣線 5,512 千円

○ 街路事業

鹿畑駅前線 32,419 千円

○ 地域公共交通活性化協議会負担金 220 千円

○ コミュニティバス運行事業 13,294 千円

「たけまる号」（光陽台線、門前線、西畑線、有里線）

○ 地域公共交通の検討 4,809 千円

（環境配慮社会の構築）

○ 夏の節電対策 5,576 千円

○ 廃食用油燃料化事業 1,691 千円

○ 陶磁器製食器やガラス製食器のリユース、リサイクル事業 4,658 千円

○ ごみ半減トライアル計画 1,126 千円

ごみ半減に向けたモデル事業の実施

【新】リユース品補修等 408 千円

○ 事業系ごみの指定袋制【歳入】 79,854 千円

○ 環境基本計画推進会議　ECO-net生駒へ運営支援 3,346 千円

各分野プロジェクトの進捗状況に応じた助成等

○ 環境マネジメントシステムLAS-Eの運用 1,492 千円

市民参加の外部監査により市の環境行動を促進

○ 生駒市エネルギービジョンの策定 230 千円

○ 自然エネルギー等活用補助事業の拡充 37,426 千円

太陽光発電システム設置補助の件数、対象の拡大

家庭用燃料電池設置に対する補助の新設

【新】「第10回 地球環境を考える自治体サミット」開催 177 千円

平成25年7月開催　環境シンポジウム同時開催

○ エコボーナスの配当 3,367 千円

（生活環境の整備）

○ 合併処理浄化槽設置に対する補助 24,258 千円

【新】不明水対策事業 324 千円

○ 公共下水道管渠整備事業 697,427 千円

【新】竣工図書等ファイリング業務 3,255 千円

○ 自己水確保への取組み 10,389 千円

取水井浚渫工事

○ 有収率向上への取組み 16,865 千円

○ 老朽水道管更新事業等 330,441 千円

市立小中学校、幼稚園での電気使用量節減額に応じて備品購入費
として配当
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【新】水道料金の改定

基本料金・従量料金の値下げ

【新】生駒の水ＰＲ事業 3,373 千円

【新】滝寺中継所建設工事実施設計等委託 6,248 千円

【新】真弓浄水場電気設備等改良工事基本設計等委託 16,485 千円

○ 相互融通連絡管整備工事（西坪橋付近） 3,533 千円

（緑の保全と創出）

○ 緑の創造事業 5,706 千円

○ 緑の保全事業 323 千円

保護樹木・保護樹林制度

市民の森事業

○ 景観施策の推進及び景観形成基本計画の策定 3,133 千円

○ 公園・街路樹維持管理 204,886 千円

○ コミュニティパーク事業 7,268 千円

住民主導による公園のリニューアル

４ 「いつでも安全、いつまでも安心して暮らせるまち」への取組
（地域で助け合い、また支え合う仕組みの整備）

○ 医療費等の適正化 11,688 千円

ジェネリック医薬品の啓発と普及

療養費（柔道整復師等）レセプト点検

【新】特定保健指導受診促進 受診勧奨賞品 104 千円

 特定保健指導終了者等に景品

○ 生活保護 1,343,363 千円

（健康づくりの推進）

○ 第2期 健康いこま21（平成26年～平成35年）策定 2,664 千円

○ がん検診委託 99,395 千円

○ 自殺予防対策 1,285 千円

生駒こころの健康相談窓口（はーとほっとルーム）

（医療サービスの充実）

○ 市立病院建設事業 1,073,105 千円

○ 休日夜間応急診療の実施 155,165 千円

（高齢者の生活を支えるサービスの実施）

○ 高齢者交通費等助成（生きいきカード） 190,900 千円

70歳以上の市民1人あたり年1回10,000円相当を助成

○ 老人ホーム保護措置 47,789 千円

身体的、経済的理由等で在宅生活が困難な要支援高齢者の入所措置

生垣助成・花と緑のわがまちづくり助成・花と緑の景観まちづくりコ
ンテスト
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○ 緊急通報システム端末装置給付 923 千円

○ 認知症サポーター養成講座 76 千円

○ 介護予防包括的支援業務 100,200 千円

○ 市町村介護予防強化推進事業 14,070 千円

【新】高齢者虐待防止 127 千円

（障がい者の生活を支えるサービスの実施）

○ 障害福祉サービス 1,242,655 千円

訪問系サービス　ホームヘルパー、ガイドヘルパーによる支援等

通所短期入所系サービス　デイサービス、就労支援等

居宅系サービス　施設入所支援等

○ 補装具給付 19,813 千円

○ 自立支援医療給付 49,056 千円

更生医療

【新】育成医療

○ 心身障がい者医療費助成 120,679 千円

○ 重度心身障がい老人等医療費助成 74,543 千円

○ 精神障がい者医療費助成 11,822 千円

○ 地域生活支援事業 60,312 千円

障害福祉サービスと組み合わせや、社会参加を目的とした各種事業等

○ 障がい者交通費助成 17,435 千円

障がい者及び難病患者に1人年１回10,000円相当を助成

○ 特別障がい者手当等給付 29,203 千円

（地域防災体制の充実）

【新】市民体育館耐震補強工事設計（繰越予算） 5,145 千円

○ 既存住宅耐震改修補助 7,186 千円

○ 竜田川流域治水対策事業（繰越予算含む） 9,217 千円

○ 災害用食糧等備蓄物資 1,455 千円

【新】救護所用医療資機材の備蓄 1,177 千円

○ 自主防災会活動補助 3,125 千円

【新】防災行政無線の再構築 22,523 千円

【新】全国瞬時警報システム自動起動装置の整備（補正予算） 6,248 千円

【新】庁舎耐震改修等工事基本計画策定支援業務 2,982 千円

庁舎の耐震改修、老朽改修、ユニバーサルデザイン化工事の基本計画策定

○ 消防署北分署の新築移転 529,191 千円

北分署・鹿ノ台分署の統合

【新】高規格救急車 29,762 千円

【新】災害現場画像伝送システムの構築 3,990 千円

【新】高機能指令センター構築実施設計負担金 779 千円

奈良市消防と消防指令業務の共同運用化

○ 市管理施設の定期点検 3,150 千円
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（生活の安全の確保）

【新】市営ベルテラスいこま自動車駐車場運用開始 12,275 千円

【新】市営自動車駐車場精算機等更新、床面舗装工事 97,874 千円

照明設備のLED化改修（補正予算）

【新】通学路安全対策工事（繰越予算） 22,000 千円

○ 街路樹診断 7,201 千円

樹木診断に基づき適切な処置を行い、倒木等を未然に抑止

○ 消費者保護対策事業 12,430 千円

消費生活相談・多重債務相談

○ 放置自転車対策 20,644 千円

５ 「地域の資源と知恵を活かし、にぎわいと活力のあるまち」への取組
（学研都市との連携）

○ 奈良先端科学技術大学院大学との連携授業 245 千円

（農業の振興）

○ 遊休農地活用事業 2,671 千円

農地の管理などを希望する農地所有者と耕作希望者を仲介

【新】耕作導入支援対策補助金（農業ビジョン促進事業）

【新】青年新規就農者補助事業（農業ビジョン促進事業） 1,000 千円

○ 地産地消の推進 824 千円

（商業・工業の振興）

【新】生駒駅前賑わい創出拠点施設の設置（補正予算） 45,119 千円

生駒商工会議所直営店舗　生駒市アンテナショップ「おちやせん」

【新】商工まつり 598 千円

○ 商工業振興事業補助金 1,500 千円

○ 商工活性化提案事業補助金 400 千円

○ 中小企業融資制度 18,079 千円

○ 企業誘致施策 49,806 千円

企業立地促進補助等

（観光と多様な交流の促進）

【新】自転車利用ネットワーク事業 3,182 千円

○ 観光協会補助 1,400 千円

○ お茶会と竹あかりの夕べ開催 5,831 千円

通学路点検による対策必要箇所を整備
桜ヶ丘小ゾーン30整備工事等
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円
・

％
)

予
算

現
額

調
定

額
収

入
済
額

不
納

欠
損

収
入
未

済
額

対
予

算
現

額
執

行
率

調
定

比
前

年
比

構
成

比

A
B

C
額

 
 
 
 
 
D

B
-
C
-
D

増
減

額
 
 
C
-
A

C
/
A

C
/
B

現
年

課
税

分
8
,
0
2
3
,
3
8
8

8
,
3
6
1
,
6
1
1

8
,
3
0
4
,
7
5
8

4
4
0

5
6
,
4
1
3

2
8
1
,
3
7
0

1
0
3
.
5

9
9
.
3

1
0
0
.
4

4
9
.
8

 
市
民

税
（

個
人

）
滞

納
繰

越
分

7
4
,
7
3
8

5
9
5
,
0
7
5

7
4
,
0
7
6

3
5
,
2
1
2

4
8
5
,
7
8
7

△
 
6
6
2

9
9
.
1

1
2
.
4

8
6
.
6

0
.
4

計
8
,
0
9
8
,
1
2
6

8
,
9
5
6
,
6
8
6

8
,
3
7
8
,
8
3
4

3
5
,
6
5
2

5
4
2
,
2
0
0

2
8
0
,
7
0
8

1
0
3
.
5

9
3
.
5

1
0
0
.
2

5
0
.
3

現
年

課
税

分
5
9
8
,
4
7
8

6
2
3
,
8
6
3

6
1
8
,
6
7
4

1
2

5
,
1
7
7

2
0
,
1
9
6

1
0
3
.
4

9
9
.
2

8
9
.
8

3
.
7

 
市
民

税
（

法
人

）
滞

納
繰

越
分

5
,
8
2
2

4
4
,
4
7
7

1
2
,
3
4
1

7
7
8

3
1
,
3
5
8

6
,
5
1
9

2
1
2
.
0

2
7
.
7

1
1
8
.
6

0
.
1

計
6
0
4
,
3
0
0

6
6
8
,
3
4
0

6
3
1
,
0
1
5

7
9
0

3
6
,
5
3
5

2
6
,
7
1
5

1
0
4
.
4

9
4
.
4

9
0
.
2

3
.
8

現
年

課
税

分
5
,
6
0
4
,
9
9
3

5
,
8
0
4
,
4
8
6

5
,
7
4
8
,
6
8
7

7
5
5
,
7
9
2

1
4
3
,
6
9
4

1
0
2
.
6

9
9
.
0

1
0
1
.
7

3
4
.
5

 
固
定

資
産

税
滞

納
繰

越
分

8
1
,
3
6
4

6
7
4
,
4
2
3

7
5
,
4
2
9

2
9
,
4
3
5

5
6
9
,
5
5
9

△
 
5
,
9
3
5

9
2
.
7

1
1
.
2

1
0
2
.
5

0
.
5

計
5
,
6
8
6
,
3
5
7

6
,
4
7
8
,
9
0
9

5
,
8
2
4
,
1
1
6

2
9
,
4
4
2

6
2
5
,
3
5
1

1
3
7
,
7
5
9

1
0
2
.
4

8
9
.
9

1
0
1
.
7

3
4
.
9

現
年

課
税

分
1
0
2
,
3
9
9

1
0
3
,
2
4
1

1
0
1
,
8
8
1

2
1
,
3
5
8

△
 
5
1
8

9
9
.
5

9
8
.
7

1
0
2
.
7

0
.
6

 
軽
自

動
車

税
滞

納
繰

越
分

1
,
0
2
4

6
,
6
3
0

1
,
2
5
2

1
,
1
1
6

4
,
2
6
2

2
2
8

1
2
2
.
3

1
8
.
9

9
2
.
9

0
.
0

計
1
0
3
,
4
2
3

1
0
9
,
8
7
1

1
0
3
,
1
3
3

1
,
1
1
8

5
,
6
2
0

△
 
2
9
0

9
9
.
7

9
3
.
9

1
0
2
.
5

0
.
6

現
年

課
税

分
4
7
0
,
0
0
0

4
9
9
,
0
2
6

4
9
9
,
0
2
6

2
9
,
0
2
6

1
0
6
.
2

1
0
0
.
0

1
1
2
.
5

3
.
0

 
市
た

ば
こ

税
滞

納
繰

越
分

　
　

 
―

　
　

 
―

　
　

 
―

　
　

 
―

 
 
 
 
計

4
7
0
,
0
0
0

4
9
9
,
0
2
6

4
9
9
,
0
2
6

2
9
,
0
2
6

1
0
6
.
2

1
0
0
.
0

1
1
2
.
5

3
.
0

現
年

課
税

分
1
,
0
0
0

△
 
1
,
0
0
0

0
.
0
　

　
 
―

　
　

 
―

　
　

 
―

 
特
別

土
地

保
有

税
滞

納
繰

越
分

3
0

4
6
,
1
4
3

2
1
9

4
5
,
9
2
4

1
8
9

7
3
0
.
0

0
.
5

皆
増

0
.
0

計
1
,
0
3
0

4
6
,
1
4
3

2
1
9

4
5
,
9
2
4

△
 
8
1
1

2
1
.
3

0
.
5

皆
増

0
.
0

現
年

課
税

分
1
,
1
9
4
,
8
2
1

1
,
2
3
1
,
9
0
3

1
,
2
2
0
,
0
5
8

1
1
1
,
8
4
4

2
5
,
2
3
7

1
0
2
.
1

9
9
.
0

1
0
1
.
6

7
.
3

 
都
市

計
画

税
滞

納
繰

越
分

1
7
,
9
1
5

1
4
8
,
4
5
7

1
6
,
6
0
4

6
,
4
7
9

1
2
5
,
3
7
4

△
 
1
,
3
1
1

9
2
.
7

1
1
.
2

1
0
2
.
2

0
.
1

計
1
,
2
1
2
,
7
3
6

1
,
3
8
0
,
3
6
0

1
,
2
3
6
,
6
6
2

6
,
4
8
0

1
3
7
,
2
1
8

2
3
,
9
2
6

1
0
2
.
0

8
9
.
6

1
0
1
.
6

7
.
4

現
年

課
税

分
1
5
,
9
9
5
,
0
7
9

1
6
,
6
2
4
,
1
3
0

1
6
,
4
9
3
,
0
8
4

4
6
2

1
3
0
,
5
8
4

4
9
8
,
0
0
5

1
0
3
.
1

9
9
.
2

1
0
0
.
8

9
8
.
9

市
 
税

 
合

 
計

滞
納

繰
越

分
1
8
0
,
8
9
3

1
,
5
1
5
,
2
0
5

1
7
9
,
9
2
1

7
3
,
0
2
0

1
,
2
6
2
,
2
6
4

△
 
9
7
2

9
9
.
5

1
1
.
9

9
6
.
1

1
.
1

計
1
6
,
1
7
5
,
9
7
2

1
8
,
1
3
9
,
3
3
5

1
6
,
6
7
3
,
0
0
5

7
3
,
4
8
2

1
,
3
9
2
,
8
4
8

4
9
7
,
0
3
3

1
0
3
.
1

9
1
.
9

1
0
0
.
8

1
0
0
.
0

税
 
 
 
 
 
 
目

区
 
 
分
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３
　

一
般

会
計

歳
出

決
算
額

内
訳
表

(
1
)
 
 
款

別
内
訳

予
算
現
額

支
出
済

額
翌
年
度

繰
越
額

不
用
額

執
行
残
額

執
行
率

不
用
率

前
年
比

構
成
比

A
B

C
A
-
B
-
C
=
D

 
 
 
 
 
 
 
 
 
A
-
B

B
/
A

D
/
A

 
1
 
議
 
会
 
費

3
8
6
,
9
8
8

3
7
3
,
8
0
1

1
3
,
1
8
7

1
3
,
1
8
7

9
6
.
6

3
.
4

1
0
3
.
4

1
.
0

 
2
 
総
 
務
 
費

3
,
9
1
7
,
7
2
8

3
,
6
5
6
,
6
7
8

2
6
1
,
0
5
0

2
6
1
,
0
5
0

9
3
.
3

6
.
7

9
6
.
4

1
0
.
1

 
3
 
民
 
生
 
費

1
2
,
4
9
9
,
3
6
7

1
1
,
9
4
6
,
4
2
6

1
5
0
,
6
4
7

4
0
2
,
2
9
4

5
5
2
,
9
4
1

9
5
.
6

3
.
2

1
0
0
.
7

3
2
.
9

 
4
 
衛
 
生
 
費

3
,
4
8
8
,
5
9
0

3
,
2
1
6
,
5
8
4

2
9
,
4
4
9

2
4
2
,
5
5
7

2
7
2
,
0
0
6

9
2
.
2

7
.
0

8
6
.
7

8
.
8

 
5
 
産
 
業
 
経
 
済
 
費

4
4
1
,
0
5
8

3
9
1
,
6
4
8

4
9
,
4
1
0

4
9
,
4
1
0

8
8
.
8

1
1
.
2

1
3
7
.
2

1
.
1

 
6
 
土
 
木
 
費

4
,
2
1
4
,
1
3
7

3
,
4
3
8
,
9
9
3

3
1
9
,
5
2
0

4
5
5
,
6
2
4

7
7
5
,
1
4
4

8
1
.
6

1
0
.
8

1
1
3
.
5

9
.
5

 
7
 
消
 
防
 
費

1
,
9
0
8
,
9
0
8

1
,
8
4
4
,
2
0
7

7
,
5
2
6

5
7
,
1
7
5

6
4
,
7
0
1

9
6
.
6

3
.
0

1
0
3
.
3

5
.
1

 
8
 
教
 
育
 
費

5
,
6
4
6
,
5
5
6

4
,
6
7
2
,
1
8
9

6
2
9
,
5
2
4

3
4
4
,
8
4
3

9
7
4
,
3
6
7

8
2
.
7

6
.
1

1
2
0
.
9

1
2
.
9

 
9
 
災
 
害
 
復
 
旧
 
費

1
7
,
6
5
0

1
4
,
0
5
7

3
,
5
9
3

3
,
5
9
3

7
9
.
6

2
0
.
4

2
8
.
8

0
.
0

1
0
 
公
 
債
 
費

6
,
7
5
8
,
1
5
0

6
,
7
5
0
,
7
7
9

7
,
3
7
1

7
,
3
7
1

9
9
.
9

0
.
1

1
3
2
.
4

1
8
.
6

1
1
 
予
 
備
 
費

3
9
,
2
5
9

3
9
,
2
5
9

3
9
,
2
5
9

0
.
0

1
0
0
.
0
　
　
 
―

　
　
 
―

歳
 
 
出

 
 
合
 
 
計

3
9
,
3
1
8
,
3
9
1

3
6
,
3
0
5
,
3
6
2

1
,
1
3
6
,
6
6
6

1
,
8
7
6
,
3
6
3

3
,
0
1
3
,
0
2
9

9
2
.
3

4
.
8

1
0
7
.
3

1
0
0
.
0

 
 
　
　
(
単
位
千
円
・
％
)

科
 
 
 
 
 
目
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(
2
)
 
 
性
質
別

内
訳

区
 
 
 
 
 
 
分

決
算
額

前
年
比

構
成
比

国
庫
支
出
金

県
支
出
金

地
方
債

そ
の

他

 
人

 
件

 
費

6
,
8
6
6
,
0
5
8

2
2
,
8
8
9

1
3
3
,
3
6
7

1
6
3
,
5
8
9

6
,
5
4
6
,
2
1
3

9
1
.
4

1
8
.
9

 
扶

 
助

 
費

6
,
8
0
0
,
1
3
6

3
,
5
7
8
,
9
2
6

1
,
0
1
7
,
5
8
0

2
8
,
7
5
4

2
,
1
7
4
,
8
7
6

1
0
3
.
6

1
8
.
7

 
公

 
債

 
費

6
,
6
3
8
,
3
1
4

2
,
1
5
7
,
5
7
2

4
,
4
8
0
,
7
4
2

1
3
2
.
8

1
8
.
3

 
普

 
通

 
建
 
設
 
事
 
業
 
費

2
,
8
5
7
,
1
8
8

4
1
2
,
2
8
1

4
2
,
5
3
8

8
7
2
,
4
0
0

1
8
3
,
7
0
6

1
,
3
4
6
,
2
6
3

1
0
2
.
0

7
.
9

 
災

 
害

 
復
 
旧
 
事
 
業
 
費

1
6
,
1
7
2

1
,
4
6
0

1
,
4
5
9

1
3
,
2
5
3

3
3
.
1

0
.
0

 
物

 
件

 
費

6
,
7
1
9
,
2
3
0

3
4
,
6
9
5

1
3
1
,
4
6
8

1
,
5
6
5
,
5
6
2

4
,
9
8
7
,
5
0
5

1
0
3
.
4

1
8
.
5

 
維

 
持

 
補
 
修
 
費

2
5
2
,
0
7
0

1
6

4
,
9
6
8

2
4
7
,
0
8
6

9
7
.
4

0
.
7

 
補

 
助

 
費
 
等

1
,
3
0
6
,
6
8
6

1
1
,
3
6
5

1
9
1
,
2
8
0

2
7
,
3
4
3

1
,
0
7
6
,
6
9
8

1
2
2
.
5

3
.
6

 
積

 
立

 
金

7
0
9
,
2
3
0

1
8
0
,
8
2
5

5
2
8
,
4
0
5

2
2
4
.
1

2
.
0

 
投

 
資

 
及
 
び
 
出
 
資
 
金

2
4
,
5
6
9

2
4
,
5
6
9

1
2
.
3

0
.
1

 
貸

 
付

 
金

3
,
0
0
6

2
,
5
9
4

4
1
2

6
5
.
2

0
.
0

 
繰

 
出

 
金

4
,
1
1
2
,
7
0
3

4
1
,
7
7
4

3
8
2
,
6
0
9

5
1
,
0
0
0

3
,
6
3
7
,
3
2
0

1
1
5
.
2

1
1
.
3

歳
 
 
出
 
 
合
 
 
計

3
6
,
3
0
5
,
3
6
2

4
,
1
0
1
,
9
3
0

1
,
9
0
0
,
3
1
8

3
,
0
2
9
,
9
7
2

2
,
2
0
9
,
8
0
0

2
5
,
0
6
3
,
3
4
2

1
0
7
.
3

1
0
0
.
0

 
 
　
　
(
単
位

千
円
・
％
)

財
　
　
　
　
　
　
源
　

　
　
　
　
　

内
　

　
　

　
　

　
訳

特
　

　
　
定
　
　
　
財
　
　
　
源

一
般
財
源
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４
　

特
別

会
計
決

算
額

内
訳

(
1
)
　

公
共
施

設
整

備
基

金
特
別

会
計

 
 
 
歳

入
 
 
(
単
位

千
円

・
％

)

予
算

現
額

執
行

率
調

定
比

前
年
比

構
成
比

A
C
/
A

C
/
B

 
1
 
財

産
収
入

5
,
0
4
6

2
9
.
4

1
0
0
.
0

1
1
5
.
4

1
.
7

 
2
 
寄

附
金

1
6
6
,
9
9
7

5
2
.
4

1
0
0
.
0

8
2
7
.
6

9
8
.
3

歳
 
 
入

 
 
合

 
 
計

1
7
2
,
0
4
3

5
1
.
8

1
0
0
.
0

7
5
0
.
5

1
0
0
.
0

 
 
 
歳

出
 
 
(
単
位

千
円

・
％

)

予
算

現
額

執
行

率
不

用
率

前
年
比

構
成
比

A
B
/
A

D
/
A

 
1
 
公

共
施
設

整
備

基
金

費
1
7
2
,
0
4
3

5
1
.
8

4
8
.
2

7
5
0
.
5

1
0
0
.
0

歳
 
 
出

 
 
合

 
 
計

1
7
2
,
0
4
3

5
1
.
8

4
8
.
2

7
5
0
.
5

1
0
0
.
0

科
 
 
 
 
 
 
目

科
 
 
 
 
 
目

対
予

算
現
額

 
増
減

額
 
 
C
-
A

8
2
,
9
9
6

不
納

欠
損

額

D

翌
年

度
繰

越
額

A
-
B
-
C
=
D

8
2
,
9
9
6

△
 
3
,
5
6
4

△
 
7
9
,
4
3
2

△
 
8
2
,
9
9
6

8
2
,
9
9
6

不
用

額

A
-
B

執
行

残
額

8
2
,
9
9
6

調
定

額

B
-
C
-
D

収
入

未
済

額
収
入
済

額

B
C

1
,
4
8
2

8
7
,
5
6
5

1
,
4
8
2

8
7
,
5
6
5

支
出

済
額

8
9
,
0
4
7

8
9
,
0
4
7

8
9
,
0
4
7

C
B

8
9
,
0
4
7

 
 
　
　

(
単

位
千

円

-18-



(
2
)
　

生
駒
駅

前
市

街
地

再
開
発

事
業

特
別

会
計

 
 
 
歳

入
 
 
(
単
位

千
円

・
％

)

予
算

現
額

執
行

率
調

定
比

前
年
比

構
成
比

A
C
/
A

C
/
B

 
1
 
国

庫
支
出

金
9
9
1
,
7
9
5

8
6
.
4

1
0
0
.
0

2
8
2
.
1

4
3
.
2

 
2
 
県

支
出
金

3
9
6
,
8
0
0

9
5
.
8

1
0
0
.
0

4
4
2
.
3

1
9
.
2

 
3
 
繰

入
金

5
6
8
,
7
8
0

9
5
.
0

1
0
0
.
0

1
7
3
.
5

2
7
.
2

 
4
 
諸

収
入

3
6
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

8
8
.
7

0
.
0

 
5
 
市

債
1
4
7
,
1
0
0

4
9
.
5

1
0
0
.
0

7
5
.
1

3
.
7

 
6
 
繰

越
金

1
3
1
,
9
5
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
,
0
7
2
.
5

6
.
7

歳
 
 
入

 
 
合

 
 
計

2
,
2
3
6
,
7
8
5

8
8
.
6

1
0
0
.
0

2
4
4
.
5

1
0
0
.
0

 
 
 
歳

出
 
 
(
単
位

千
円

・
％

)

予
算

現
額

執
行

率
不

用
率

前
年
比

構
成
比

A
B
/
A

D
/
A

 
1
 
事

業
費

2
,
1
7
4
,
0
7
5

8
4
.
4

3
.
7

2
9
6
.
6

9
6
.
8

 
2
 
公

債
費

6
2
,
7
1
0

9
8
.
0

2
.
0

1
0
2
.
0

3
.
2

歳
 
 
出

 
 
合

 
 
計

2
,
2
3
6
,
7
8
5

8
4
.
7

3
.
6

2
7
9
.
3

1
0
0
.
0

科
 
 
 
 
 
 
目

科
 
 
 
 
 
目

1
,
9
8
2
,
3
1
6

1
,
9
8
2
,
3
1
6

1
,
2
4
5

1
,
8
3
4
,
0
5
7

7
9
,
7
5
7

A
-
B

調
定

額

B
C

対
予

算
現
額

 
増
減

額
 
 
C
-
A

収
入
済

額
不
納

欠
損

額
収
入

未
済

額

D
B
-
C
-
D

6
1
,
4
6
5B

C
A
-
B
-
C
=
D

不
用

額

1
,
2
4
5

翌
年

度
繰

越
額

2
6
0
,
2
6
1

1
,
8
9
5
,
5
2
2

2
6
0
,
2
6
1

8
5
6
,
9
0
0

8
5
6
,
9
0
0

△
 
2
8
,
6
2
4

5
4
0
,
1
5
6

5
4
0
,
1
5
6

△
 
1
3
4
,
8
9
5

△
 
2
5
4
,
4
6
9

3
4
1
,
2
6
3

8
1
,
0
0
2

支
出

済
額

3
4
0
,
0
1
8

執
行

残
額

3
6
0

△
 
7
4
,
3
0
0

1
3
1
,
9
5
0

1
3
1
,
9
5
0

△
 
1
6
,
6
5
0

3
8
0
,
1
5
0

3
8
0
,
1
5
0

7
2
,
8
0
0

7
2
,
8
0
0

3
6
0
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(
3
)
　

介
護
保

険
特

別
会

計

 
 
 
歳

入
 
 
(
単
位

千
円

・
％

)

予
算

現
額

執
行

率
調

定
比

前
年
比

構
成
比

A
C
/
A

C
/
B

 
1
 
保

険
料

1
,
5
9
1
,
6
5
2

1
0
4
.
0

9
8
.
3

1
0
5
.
4

2
5
.
0

 
2
 
使

用
料
及

び
手

数
料

7
9

1
2
6
.
6

1
0
0
.
0

9
4
.
3

0
.
0

 
3
 
国

庫
支
出

金
1
,
2
4
2
,
6
5
4

9
6
.
1

1
0
0
.
0

1
0
4
.
7

1
8
.
1

 
4
 
支

払
基
金

交
付

金
1
,
8
9
7
,
8
6
9

9
5
.
5

1
0
0
.
0

1
0
3
.
8

2
7
.
4

 
5
 
県

支
出
金

9
6
8
,
3
3
4

9
6
.
6

1
0
0
.
0

9
9
.
2

1
4
.
2

 
6
 
財

産
収
入

2
,
1
9
0

5
1
.
5

1
0
0
.
0

1
3
3
.
7

0
.
0

 
7
 
繰

入
金

1
,
1
7
7
,
2
3
0

8
5
.
7

1
0
0
.
0

1
0
9
.
5

1
5
.
3

 
8
 
繰

越
金

1
0

0
.
0

－
－

－

 
9
 
諸

収
入

1
,
2
2
9

1
4
7
.
4

1
0
0
.
0

5
8
.
9

0
.
0

歳
 
 
入

 
 
合

 
 
計

6
,
8
8
1
,
2
4
7

9
6
.
1

9
9
.
6

1
0
4
.
5

1
0
0
.
0

 
 
 
歳

出
 
 
(
単
位

千
円

・
％

)

予
算

現
額

執
行

率
不

用
率

前
年
比

構
成
比

A
B
/
A

D
/
A

 
1
 
総

務
費

1
9
0
,
2
1
2

9
4
.
7

5
.
3

1
2
1
.
4

2
.
8

 
2
 
保

険
給
付

費
6
,
5
0
8
,
6
1
9

9
5
.
7

4
.
3

1
0
5
.
5

9
4
.
8

 
3
 
地

域
支
援

事
業

費
1
4
3
,
8
5
4

9
0
.
8

9
.
2

1
0
5
.
2

2
.
0

 
4
 
基

金
積
立

金
2
,
1
9
0

5
1
.
5

4
8
.
5

7
.
6

0
.
0

 
5
 
諸

支
出
金

2
8
,
9
0
7

9
8
.
4

1
.
6

1
9
4
.
3

0
.
4

 
6
 
予

備
費

7
,
4
6
5

0
.
0

1
0
0
.
0

－
－

歳
 
 
出

 
 
合

 
 
計

6
,
8
8
1
,
2
4
7

9
5
.
5

4
.
5

1
0
5
.
8

1
0
0
.
0

科
 
 
 
 
 
 
目

科
 
 
 
 
 
目

不
用

額

1
,
0
6
3

1
3
,
2
9
3

1
,
0
6
3

2
7
7
,
4
1
1

執
行

残
額

A
-
B
-
C
=
D

9
3
5
,
3
8
6B

C
D

1
,
6
8
3
,
1
2
6

1
,
6
5
5
,
2
4
8

2
0
,
8
5
8

△
 
2
7
0
,
9
3
8

対
予

算
現
額

B
-
C
-
D
 
増
減

額
 
 
C
-
A

△
 
1
0

2
0
,
8
5
8

7
,
0
2
0

C

1
0
,
1
1
8

A
-
B

4
5
7

1
0
,
1
1
8

3
0
9
,
8
0
7

7
,
4
6
5

1
3
,
2
9
3

2
7
7
,
4
1
1

1
,
1
9
4
,
6
6
8

1
,
1
9
4
,
6
6
8

6
,
6
1
0
,
3
0
9

1
8
0
,
0
9
4B

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

6
,
2
3
1
,
2
0
8

1
,
8
1
2

1
,
8
1
2
,
5
7
7

1
,
1
2
7

1
,
1
2
7

調
定

額

1
,
8
1
2
,
5
7
7

1
0
0

1
0
0

7
,
0
2
0

1
,
8
1
2

1
,
0
0
9
,
3
9
1

△
 
3
2
,
9
4
8

△
 
1
,
0
6
3

6
3
,
5
9
6

2
1

収
入
済

額
不
納

欠
損

額

9
3
5
,
3
8
6

△
 
1
6
7
,
8
3
9

1
,
0
0
9
,
3
9
1

5
8
3

4
5
7

6
,
5
7
1
,
4
4
0

3
0
9
,
8
0
7

6
,
6
3
8
,
1
8
7

7
,
4
6
5

2
8
,
4
5
0

1
3
0
,
5
6
1

1
,
1
2
7

収
入

未
済

額

△
 
4
7
,
9
8
6

△
 
8
5
,
2
9
2
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(
4
)
　

国
民
健

康
保

険
特

別
会
計

 
 
 
歳

入
 
 
(
単
位

千
円

・
％

)

予
算

現
額

執
行

率
調

定
比

前
年
比

構
成
比

A
C
/
A

C
/
B

 
1
 
国

民
健
康

保
険

税
2
,
9
0
0
,
5
8
9

1
0
1
.
8

7
2
.
0

9
9
.
2

2
5
.
6

 
2
 
使

用
料
及

び
手

数
料

4
2
5

1
2
7
.
8

1
0
0
.
0

1
0
3
.
8

0
.
0

 
3
 
国

庫
支
出

金
1
,
9
0
4
,
1
1
8

1
0
9
.
3

1
0
0
.
0

1
1
0
.
0

1
8
.
0

 
4
 
療

養
給
付

費
交

付
金

5
9
0
,
7
7
9

9
1
.
9

1
0
0
.
0

9
9
.
0

4
.
7

 
5
 
前

期
高
齢

者
交

付
金

3
,
5
9
9
,
7
8
2

9
9
.
9

1
0
0
.
0

1
0
2
.
1

3
1
.
1

 
6
 
県

支
出
金

5
4
8
,
8
3
4

9
5
.
9

1
0
0
.
0

1
0
1
.
2

4
.
6

 
7
 
共

同
事
業

交
付

金
1
,
1
1
1
,
8
1
4

9
6
.
5

1
0
0
.
0

1
1
0
.
7

9
.
3

 
8
 
財

産
収
入

1
,
5
5
4

7
9
.
9

1
0
0
.
0

2
3
6
.
1

0
.
0

 
9
 
繰

入
金

7
7
8
,
3
9
8

9
5
.
5

1
0
0
.
0

1
0
5
.
0

6
.
4

1
0
 
繰

越
金

1
0
.
0

－
皆

減
－

1
1
 
諸

収
入

1
7
,
3
7
2

2
1
0
.
8

9
4
.
2

1
3
6
.
4

0
.
3

歳
 
 
入

 
 
合

 
 
計

1
1
,
4
5
3
,
6
6
6

1
0
0
.
9

9
0
.
9

1
0
1
.
8

1
0
0
.
0

 
 
 
歳

出
 
 
(
単
位

千
円

・
％

)

予
算

現
額

執
行

率
不

用
率

前
年
比

構
成
比

A
B
/
A

D
/
A

 
1
 
総

務
費

1
6
5
,
6
0
3

8
5
.
9

1
4
.
1

1
0
2
.
0

1
.
3

 
2
 
保

険
給
付

費
7
,
8
8
2
,
0
5
8

9
5
.
9

4
.
1

1
0
3
.
2

6
8
.
3

 
3
 
後

期
高
齢

者
支

援
金

等
1
,
4
3
9
,
9
2
0

1
0
0
.
0

0
.
0

1
0
5
.
7

1
3
.
0

 
4
 
前

期
高
齢

者
納

付
金

等
1
,
5
1
1

1
0
0
.
0

0
.
0

1
0
2
.
8

0
.
0

 
5
 
老

人
保
健

拠
出

金
5
9

8
6
.
4

1
3
.
6

8
7
.
9

0
.
0

 
6
 
介

護
納
付

金
5
7
4
,
3
6
7

9
9
.
6

0
.
4

1
0
8
.
4

5
.
2

 
7
 
共

同
事
業

拠
出

金
1
,
1
1
8
,
0
0
6

1
0
0
.
0

0
.
0

1
0
2
.
5

1
0
.
1

 
8
 
保

健
事
業

費
9
9
,
0
6
1

8
1
.
7

1
8
.
3

9
3
.
3

0
.
7

 
9
 
基

金
積
立

金
1
,
5
5
4

7
9
.
9

2
0
.
1

2
3
6
.
1

0
.
0

1
0
 
公

債
費

1
0
0

0
.
0

1
0
0
.
0

－
－

1
1
 
諸

支
出
金

1
5
1
,
4
4
2

9
9
.
7

0
.
3

4
6
.
3

1
.
4

1
2
 
予

備
費

1
9
,
9
8
5

0
.
0

1
0
0
.
0

－
－

歳
 
 
出

 
 
合

 
 
計

1
1
,
4
5
3
,
6
6
6

9
6
.
6

3
.
4

1
0
1
.
9

1
0
0
.
0

科
 
 
 
 
 
 
目

科
 
 
 
 
 
目

執
行

残
額

不
納

欠
損

額
収
入

未
済

額

5
3
,
3
8
6

△
 
4
7
,
8
7
4

△
 
3
5
,
0
9
3

△
 
2
2
,
6
7
7

△
 
3
1
2

1
,
0
3
5
,
7
4
5

1
0
2
,
4
7
6

1
,
0
3
7
,
9
8
2

△
 
1

1
1
8

1
7
7
,
3
2
3

B
-
C
-
D
 
増
減

額
 
 
C
-
A

対
予

算
現
額

調
定

額
収
入
済

額

B
C

D

5
4
3

5
4
3

4
,
1
0
1
,
9
8
1

2
,
9
5
3
,
9
7
5

1
1
2
,
2
6
1

5
2
6
,
1
5
7

5
2
6
,
1
5
7

5
4
2
,
9
0
5

7
4
3
,
3
0
5

7
4
3
,
3
0
5

1
,
0
7
2
,
9
2
3

2
,
0
8
1
,
4
4
1

2
,
0
8
1
,
4
4
1

△
 
3
8
,
8
9
1

3
,
5
9
7
,
0
2
6

5
4
2
,
9
0
5

1
9
,
2
5
3

不
用

額

1
1
,
0
6
6
,
9
2
7

5
0
0

5
0
0

1
5
0
,
9
4
2

3
8
,
8
6
2

3
6
,
6
2
5

A
-
B

支
出

済
額 8
0
,
9
0
0

3
1
2

1
9
,
9
8
5

1
9
,
9
8
5

1
,
2
4
2

2
3
,
3
9
9

3
2
1
,
7
5
1 8

1
8
,
1
6
1

3
1
2

1
,
5
1
1

1
0
0

1
0
0

1
8
,
1
6
1

1
4
2
,
2
0
4

7
,
5
6
0
,
3
0
7

5
1

1
,
1
1
7
,
9
9
8

1
,
0
7
2
,
9
2
3

1
,
2
4
2

1
,
2
4
2

1
,
4
3
9
,
8
9
5

8 8

2
,
4
9
0

2
3
,
3
9
9

2
,
4
9
0

3
2
1
,
7
5
1

8

3
8
6
,
7
3
9

5
7
1
,
8
7
7

1
2
,
7
0
6
,
3
8
5

1
1
,
5
5
6
,
1
4
2

1
1
2
,
2
6
1

2
,
2
3
7

2
5

B
C

A
-
B
-
C
=
D

3
8
6
,
7
3
9

2
5

翌
年

度
繰

越
額

△
 
2
,
7
5
6

3
,
5
9
7
,
0
2
6
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(
5
)
　

後
期
高

齢
者

医
療

特
別
会

計

 
 
 
歳

入
 
 
(
単
位

千
円

・
％

)

予
算

現
額

執
行

率
調

定
比

前
年
比

構
成
比

A
C
/
A

C
/
B

 
1
 
後

期
高
齢

者
医

療
保

険
料

1
,
1
3
7
,
0
7
0

9
6
.
5

9
9
.
2

1
0
4
.
0

8
2
.
5

 
2
 
使

用
料
及

び
手

数
料

1
4

9
2
.
9

1
0
0
.
0

7
2
.
2

0
.
0

 
3
 
繰

入
金

2
3
3
,
4
5
5

9
6
.
5

1
0
0
.
0

1
0
1
.
8

1
6
.
9

 
4
 
繰

越
金

3
,
0
0
0

1
8
3
.
9

1
0
0
.
0

1
4
3
.
6

0
.
4

 
5
 
諸

収
入

4
,
2
3
6

4
2
.
8

1
0
0
.
0

1
7
8
.
4

0
.
2

歳
 
 
入

 
 
合

 
 
計

1
,
3
7
7
,
7
7
5

9
6
.
5

9
9
.
3

1
0
3
.
8

1
0
0
.
0

 
 
 
歳

出
 
 
(
単
位

千
円

・
％

)

予
算

現
額

執
行

率
不

用
率

前
年
比

構
成
比

A
B
/
A

D
/
A

 
1
 
総

務
費

3
8
,
9
9
4

8
7
.
6

1
2
.
4

1
0
1
.
0

2
.
6

 
2
 
後

期
高

齢
者
医

療
広

域
連

合
納
付

金
1
,
3
2
9
,
7
7
1

9
7
.
0

3
.
0

1
0
3
.
9

9
7
.
3

 
3
 
諸

支
出
金

4
,
0
1
0

4
0
.
6

5
9
.
4

1
6
5
.
6

0
.
1

 
4
 
予

備
費

5
,
0
0
0

0
.
0

1
0
0
.
0

－
－

歳
 
 
出

 
 
合

 
 
計

1
,
3
7
7
,
7
7
5

9
6
.
2

3
.
8

1
0
3
.
9

1
0
0
.
0

科
 
 
 
 
 
 
目

科
 
 
 
 
 
目

1
,
3
2
5
,
3
6
1

5
2
,
4
1
4

5
2
,
4
1
4

5
,
0
0
0

5
,
0
0
0

1
,
6
2
8

2
,
3
8
2

2
,
3
8
2

1
,
2
8
9
,
5
6
0

4
0
,
2
1
1

4
0
,
2
1
1

3
4
,
1
7
3

4
,
8
2
1

4
,
8
2
1

B
C

A
-
B
-
C
=
D

A
-
B

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
用

額
執
行

残
額

1
,
3
3
9
,
1
5
5

1
,
3
3
0
,
1
5
2

8
,
6
7
8

△
 
4
7
,
6
2
3

3
2
5

△
 
8
,
2
2
9

1
,
8
1
3

1
,
8
1
3

△
 
2
,
4
2
3

2
2
5
,
2
2
6

2
2
5
,
2
2
6

△
 
3
9
,
4
8
8

1
3

1
3

△
 
1

1
,
1
0
6
,
5
8
5

1
,
0
9
7
,
5
8
2

3
2
5

8
,
6
7
8

 
増
減

額
 
 
C
-
A

不
納

欠
損

額
収
入

未
済

額
調

定
額

収
入
済

額

D
B

C
B
-
C
-
D

対
予

算
現
額

2
,
5
1
8

5
,
5
1
8

5
,
5
1
8
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(
6
)
　

下
水
道

事
業

特
別

会
計

 
 
 
歳

入
 
 
(
単
位

千
円

・
％

)

予
算

現
額

執
行

率
調

定
比

前
年
比

構
成
比

A
C
/
A

C
/
B

 
1
 
分

担
金
及

び
負

担
金

4
2
,
1
7
7

1
4
1
.
0

8
4
.
0

7
8
.
5

2
.
6

 
2
 
使

用
料
及

び
手

数
料

8
1
3
,
0
1
4

1
0
0
.
1

9
9
.
5

1
0
5
.
1

3
5
.
5

 
3
 
国

庫
支
出

金
4
5
6
,
7
0
0

5
9
.
3

1
0
0
.
0

9
7
.
0

1
1
.
8

 
4
 
繰

入
金

7
9
3
,
7
7
3

8
7
.
9

1
0
0
.
0

1
0
4
.
7

3
0
.
5

 
5
 
諸

収
入

3
,
0
6
5

7
1
.
7

1
0
0
.
0

1
0
8
.
4

0
.
1

 
6
 
市

債
8
3
4
,
4
0
0

5
2
.
6

1
0
0
.
0

1
0
8
.
8

1
9
.
2

 
7
 
繰

越
金

5
,
9
6
5

1
0
1
.
5

1
0
0
.
0

1
7
0
.
6

0
.
3

歳
 
 
入

 
 
合

 
 
計

2
,
9
4
9
,
0
9
4

7
7
.
6

9
9
.
3

1
0
3
.
8

1
0
0
.
0

 
 
 
歳

出
 
 
(
単
位

千
円

・
％

)

予
算

現
額

執
行

率
不

用
率

前
年
比

構
成
比

A
B
/
A

D
/
A

 
1
 
下

水
道
費

2
,
2
5
6
,
4
7
8

7
1
.
2

1
6
.
3

1
0
2
.
0

7
0
.
2

 
2
 
公

債
費

6
8
8
,
6
1
6

9
9
.
0

1
.
0

1
0
9
.
3

2
9
.
8

 
3
 
予

備
費

4
,
0
0
0

0
.
0

1
0
0
.
0

－
－

歳
 
 
出

 
 
合

 
 
計

2
,
9
4
9
,
0
9
4

7
7
.
6

1
2
.
9

1
0
4
.
1

1
0
0
.
0

科
 
 
 
 
 
 
目

科
 
 
 
 
 
目

不
納

欠
損

額

7
0
,
7
7
9

1
,
6
0
6
,
0
0
3

2
8
1
,
6
0
0

3
6
8
,
8
7
5

5
9
6

B
C

D
B
-
C
-
D

調
定

額
収
入
済

額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
用

額
執
行

残
額

5
9
,
4
6
8

4
2
6

1
0
,
8
8
5

8
1
7
,
7
3
7

8
1
3
,
6
4
4

3
,
9
2
3

1
4
,
8
0
8

2
7
0
,
7
0
0

2
7
0
,
7
0
0

A
-
B

B

2
,
3
0
4
,
5
9
5

2
,
2
8
9
,
1
9
1

C
A
-
B
-
C
=
D

4
,
0
0
0

6
8
1
,
6
4
8

6
,
9
6
8

6
,
9
6
8

4
,
0
0
0

4
3
9
,
1
0
0

6
,
0
5
6

6
,
0
5
6

4
3
9
,
1
0
0

6
5
0
,
4
7
5

2
,
2
8
7
,
6
5
1

2
8
1
,
6
0
0

△
 
6
5
9
,
9
0
3

 
増
減

額
 
 
C
-
A

3
7
9
,
8
4
3

6
6
1
,
4
4
3

△
 
3
9
5
,
3
0
0

6
3
0

対
予

算
現
額

△
 
8
6
7

△
 
1
8
6
,
0
0
0

収
入

未
済

額

△
 
9
5
,
7
4
8

1
7
,
2
9
1

1
7
0

2
,
1
9
8

2
,
1
9
8

6
9
8
,
0
2
5

6
9
8
,
0
2
5
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(
7
)
　

自
動
車

駐
車

場
事

業
特
別

会
計

 
 
 
歳

入
 
 
(
単
位

千
円

・
％

)

予
算

現
額

執
行

率
調

定
比

前
年
比

構
成
比

A
C
/
A

C
/
B

 
1
 
使

用
料
及

び
手

数
料

1
5
4
,
1
8
4

1
1
8
.
3

1
0
0
.
0

8
3
.
6

5
0
.
4

 
2
 
繰

入
金

2
4
5
,
4
1
0

7
3
.
2

1
0
0
.
0

2
4
6
.
0

4
9
.
6

歳
 
 
入

 
 
合

 
 
計

3
9
9
,
5
9
4

9
0
.
6

1
0
0
.
0

1
2
4
.
3

1
0
0
.
0

 
 
 
歳

出
 
 
(
単
位

千
円

・
％

)

予
算

現
額

執
行

率
不

用
率

前
年
比

構
成
比

A
B
/
A

D
/
A

 
1
 
事

業
費

2
5
2
,
9
9
6

8
5
.
2

1
4
.
8

1
6
2
.
2

5
9
.
5

 
2
 
公

債
費

1
4
6
,
5
9
8

1
0
0
.
0

0
.
0

1
0
0
.
0

4
0
.
5

歳
 
 
出

 
 
合

 
 
計

3
9
9
,
5
9
4

9
0
.
6

9
.
4

1
2
4
.
3

1
0
0
.
0

科
 
 
 
 
 
 
目

科
 
 
 
 
 
目

収
入

未
済

額

B
C

D
B
-
C
-
D

1
4
6
,
5
9
8

執
行

残
額

1
8
2
,
4
1
5

1
8
2
,
4
1
5

△
 
3
7
,
4
2
3

3
6
2
,
1
7
1

0

3
7
,
4
2
3

3
7
,
4
2
3

C

0

A
-
B

A
-
B
-
C
=
D

B

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
用

額

不
納

欠
損

額

3
6
2
,
1
7
1

3
7
,
4
2
3

3
7
,
4
2
3

3
6
2
,
1
7
1

調
定

額
収
入
済

額

2
1
5
,
5
7
3

2
8
,
2
3
1

対
予

算
現
額

 
増
減

額
 
 
C
-
A

1
7
9
,
7
5
6

1
7
9
,
7
5
6

△
 
6
5
,
6
5
4
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５
　
普
通

建
設

事
業
一

覧
表

 
(
1
)
 
 
一

般
会

計
(
単

位
千
円

)

款
項

目
事

　
　

業
　
　

名
説

　
　

明
　

　
等

事
 
業
 
費

国
県

支
出
金

地
方
債

そ
の
他

1
1

1
議
会
運

営
事
務

費
議
会

用
放
送

設
備

備
品

2
0
,
3
7
0

2
0
,
3
7
0

2
1

5
庁
舎
管

理
費

庁
舎

整
備
工

事
等

3
,
9
3
5

3
,
9
3
5

2
1

5
車
両
管

理
費

公
用

車
3
,
0
4
0

2
0
0

2
,
8
4
0

2
1

8
集
会
所

新
築
等

助
成
費

集
会

所
整
備

補
助

金
2
2
,
1
2
6

2
2
,
1
2
6

べ
ル
テ

ラ
ス
い

こ
ま
自

動
車

駐
車
場

2
1
1
1
管
理
費

事
務

用
備
品

1
,
6
1
7

1
,
6
1
7

庁
内
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク
シ

ス
テ

ム
2

1
1
2
整
備
事

業
費

電
算

用
備
品

2
,
3
7
3

2
,
3
7
3

2
1
1
3
防
災
施

設
整
備

事
業
費

全
国

瞬
時
警

報
シ

ス
テ

ム
整

備
委

託
料
等

2
3
,
7
7
5

6
,
2
4
7

1
7
,
5
2
8

2
2

2
資
産
税

賦
課
経

費
家
屋

評
価
図

形
計

算
シ

ス
テ

ム
5
,
4
6
0

5
,
4
6
0

住
民
基

本
台
帳

ネ
ッ
ト

ワ
ー

ク
2

3
1
事
業
費

事
務

用
備
品

7
,
7
7
0

7
,
7
7
0

3
1

4
小
瀬
保

健
福
祉

ゾ
ー
ン

管
理

費
修
繕

料
1
,
2
8
9

1
,
2
8
9

3
1

4
金
鵄
の

杜
倭
苑

管
理
費

修
繕

料
1
,
1
9
9

1
,
1
9
9

3
1

6
介
護
保

険
円
滑

導
入
事

業
費

介
護

基
盤
緊

急
整

備
等

特
例

補
助

金
2
,
0
2
0

2
,
0
2
0

3
2

1
私
立
保

育
所
施

設
整
備

助
成

費
私
立

保
育
所

等
施

設
整

備
費

補
助

金
1
6
,
8
9
0

1
5
,
0
1
3

1
,
8
7
7

3
2

1
み
っ
き

ラ
ン
ド

運
営
事

業
費

施
設

整
備
工

事
3
4
1

3
4
1

3
2

3
市
立
保

育
所
施

設
管
理

費
修
繕

料
2
,
4
2
5

2
,
4
2
5

3
2

3
市
立
保

育
所
施

設
整
備

事
業

費
保
育

所
施
設

整
備

工
事

8
,
4
9
9

8
,
4
9
9

財
 
 
 
 
 
 
源
 
 
 
 
 
 
内

 
 
 
 
 
 
訳

特
 
 
 
 
定
 
 
 
 
財
 
 
 
 
源

一
般
財

源
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(
単

位
千
円

)

款
項

目
事

　
　

業
　
　

名
説

　
　

明
　

　
等

事
 
業
 
費

国
県

支
出
金

地
方
債

そ
の
他

財
 
 
 
 
 
 
源
 
 
 
 
 
 
内

 
 
 
 
 
 
訳

特
 
 
 
 
定
 
 
 
 
財
 
 
 
 
源

一
般
財

源

3
2

6
学
童
保

育
施
設

整
備
費

施
設

整
備
工

事
等

4
0
,
4
7
9

1
4
,
3
3
6

2
6
,
1
4
3

4
1

3
健
康
セ

ン
タ
ー

管
理
費

施
設

整
備
工

事
7
,
8
6
1

7
,
8
6
1

4
1

4
火
葬
場

管
理
費

修
繕

料
7
,
6
9
6

7
,
6
9
6

4
1

4
街
路
灯

・
防
犯

灯
整
備

費
街
路

灯
・
防

犯
灯

設
置

工
事

2
,
3
5
5

2
,
3
5
5

4
1

5
環
境
基

本
計
画

推
進
事

業
費

自
然

エ
ネ
ル

ギ
ー

活
用

補
助

金
等

4
0
,
2
1
4

4
0
,
2
1
4

4
1

5
浄
化
槽

設
置
補

助
事
業

費
浄
化

槽
設
置

整
備

補
助

金
2
4
,
3
2
4

1
3
,
0
3
0

1
1
,
2
9
4

広
域
廃

棄
物
埋

立
処
分

場
建

設
事
業

4
2

1
負
担
金

建
設

事
業
負

担
金

2
2
6

2
2
6

4
2

2
ご
み
減

量
化
対

策
事
業

費
ご
み

集
積
場

設
置

整
備

事
業

補
助

金
4
,
4
4
5

4
,
4
4
5

4
2

3
清
掃
リ

レ
ー
セ

ン
タ
ー

管
理

費
施
設

補
修
等

7
,
9
8
7

7
,
9
8
7

4
2

3
清
掃
セ

ン
タ
ー

管
理
費

施
設

補
修

1
9
6
,
4
0
3

1
9
6
,
4
0
3

4
2

5
衛
生
処

理
場
管

理
費

設
備

補
修

2
9
,
9
0
6

2
9
,
9
0
6

5
1

3
農
業
振

興
経
費

倉
庫

改
修
工

事
5
,
9
2
0

5
,
9
2
0

5
1

5
土
地
改

良
事
業

費
土
地

改
良
事

業
補

助
金

等
2
5
,
0
2
4

1
,
0
3
2

2
3
,
9
9
2

生
駒

駅
前
賑

わ
い

創
出

拠
点

再
開

発
ビ
ル

5
2

2
商
工
業

振
興
事

業
費

区
分

所
有
床

等
4
3
,
6
5
2

4
3
,
6
5
2

5
2

3
観
光
施

設
管
理

費
ハ
イ

キ
ン
グ

コ
ー

ス
改

修
工

事
1
,
0
8
3

1
,
0
8
3

生
駒
市

自
転
車

利
用
ネ

ッ
ト

ワ
ー
ク

5
2

3
事
業
費

測
量

等
委
託

料
3
,
1
8
1

1
,
7
5
0

1
,
4
3
1

5
2

4
高
山
竹

林
園
管

理
費

施
設

整
備
工

事
4
,
1
4
9

4
,
1
4
9

6
1

1
土
木
総

務
費
職

員
給
与

費
事
業

費
支
弁

人
件

費
1
8
,
3
0
4

1
8
,
3
0
4
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(
単

位
千
円

)

款
項

目
事

　
　

業
　
　

名
説

　
　

明
　

　
等

事
 
業
 
費

国
県

支
出
金

地
方
債

そ
の
他

財
 
 
 
 
 
 
源
 
 
 
 
 
 
内

 
 
 
 
 
 
訳

特
 
 
 
 
定
 
 
 
 
財
 
 
 
 
源

一
般
財

源

6
1

1
急
傾
斜

地
県
工

事
負
担

金
県
工

事
負
担

金
1
,
4
1
6

1
,
4
1
6

6
1

2
建
築
審

査
経
費

既
存

住
宅
耐

震
改

修
補

助
金

等
7
,
3
3
6

3
,
6
6
7

3
,
6
6
9

6
1

2
空
き
家

・
空
き

地
対
策

事
業

費
老
朽

家
屋
応

急
措

置
工

事
2
2
3

2
2
3

6
2

2
交
通
安

全
施
設

整
備
費

設
置

等
工
事

1
2
,
3
2
5

1
2
,
3
2
5

6
2

2
道
路
橋

梁
維
持

補
修
費

道
路

維
持
補

修
工

事
等

5
6
,
8
9
6

2
1
,
0
7
5

1
6
,
3
0
0

6
,
1
0
5

1
3
,
4
1
6

6
2

2
道
路
橋

梁
維
持

管
理
費

道
路

維
持
補

修
工

事
等

2
8
,
1
8
1

2
8
,
1
8
1

6
2

2
橋
梁
長

寿
命
化

修
繕
計

画
事

業
費

橋
梁

長
寿
命

化
負

担
金

等
1
,
8
0
0

9
9
0

8
1
0

6
2

2
橋
梁
耐

震
化
事

業
費

橋
梁

耐
震
化

設
計

業
務

委
託

料
9
,
4
5
0

5
,
1
9
7

4
,
2
5
3

6
2

2
通
学
路

安
全
対

策
事
業

費
通
学

路
安
全

対
策

工
事

等
2
2
,
0
0
0

1
2
,
1
0
0

9
,
9
0
0

6
2

3
道
路
橋

梁
新
設

改
良
費

職
員

給
与
費

事
業

費
支
弁

人
件

費
6
5
,
8
9
1

6
5
,
8
9
1

整
備

工
事
、

用
地

購
入

、
物

件
移

転
等

6
2

3
企
業
誘

致
関
連

道
路
整

備
事

業
費

補
償

、
調
査

・
測

量
・

設
計

等
委

託
等

1
4
7
,
1
7
2

6
2
,
3
6
9

4
5
,
0
0
0

1
0
,
0
5
5

2
9
,
7
4
8

改
良

工
事
、

用
地

購
入

、
物

件
移

転
等

6
2

3
道
路
新

設
改
良

事
業
費

補
償

、
調
査

・
測

量
・

設
計

等
委

託
等

1
6
8
,
7
6
2

6
2
,
0
5
4

4
2
,
5
0
0

2
3
,
4
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Ⅲ　財政指標
１　各種財政指標の対象範囲

（１）健全化判断比率以外の各種指標の対象範囲

（２）健全化判断比率の対象範囲

公 共 施 設 整 備
基 金
特 別 会 計

介 護 保 険
特 別 会 計

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計

後期高齢者医療
特 別 会 計

自 動 車 駐 車 場
事 業 特 別 会 計

水 道 事 業 会 計

病 院 事 業 会 計

下 水 道 事 業
特 別 会 計

一部事務組合、広域連合
（対象団体）
市町村総合事務組合、後期高齢者医
療広域連合

地方公社、第３セクター等
（対象法人）
土地開発公社、(一財)生駒メディカルセ
ンター、奈良県信用保証協会

※一般会計等に属する特別会計とは、地方財政法等の規定により、いずれの団体も特
別会計を設けてその経理を行わなければならない公営企業や事業に係る会計以外の
会計です。
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２　各種財政指標 （単位千円）

（１） 財政力指数 0.79 （3ヶ年平均）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

基準財政収入額 13,793,651 13,488,240 12,604,131 12,771,463 12,654,607 12,790,762

基準財政需要額 15,906,585 15,712,426 15,519,458 16,025,753 16,111,059 16,100,321

財政力指数（単年度） 0.87 0.86 0.81 0.80 0.79 0.79

財政力指数（3ヶ年平均） 0.87 0.87 0.85 0.82 0.80 0.79

（２） 経常収支比率 85.8%

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

経常経費充当一般財源 20,198,409 20,304,601 19,934,993 20,372,396 20,057,377 19,555,354

経常一般財源＋臨時財政対策債 20,954,280 21,257,077 22,094,615 22,048,664 22,474,435 22,800,422

経常収支比率 96.4% 95.5% 90.2% 92.4% 89.2% 85.8%
（臨時財政対策債発行額を除く） 100.9% 102.5% 100.6% 101.9% 98.9% 95.3%

　 地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して算出し、1.00に近い
（より大きくなる）ほど財政力が強いことを表しています。指標としては3ヶ年の平均値を用います。
　平成25年度は単年度としては、基準財政需要額が単位費用の減額により減少し、基準財政収入額は固定
資産税の家屋分の増加や市たばこ税で制度改正により県と市の配分が変更となったこと等により増額と
なったものの財政力指数の計算上では、影響を受けず昨年度と同じ数値となりました。

　 地方公共団体の財政構造の弾力性を判断する比率で、平成24年度決算では類似団体平均で91.2%、県
内市町村平均で93.7%となっており、この比率が低いほど建設事業費等の臨時的経費に充当できる一般財
源に余裕があり、財政構造が弾力性に富んでいることを示します。
　 歳入（経常一般財源）は、固定資産税の増収等により市税が昨年度に引き続き増加し、また株式等譲渡
所得割交付金、臨時財政対策債も増収となったことなどにより増加しました。一方、歳出（経常経費充当一
般財源）については、例年どおり社会保障関係費は増加したものの、職員数の削減や定年退職者数の減少
に伴う退職金の減少による人件費の減少や繰上償還の効果等による公債費の減少等により、前年度に比
較して減少しました。この結果、経常収支比率は、昨年度より3.4ポイント下降（改善）しました。

基準財政収入額

基準財政需要額
財政力指数　＝

経常経費充当一般財源
経常収支比率　＝

 経常一般財源＋臨時財政対策債

0.87 0.87 
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0.79 
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0.78
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0.84
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0.88
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財政力指数（3ヶ年平均）

96.4% 95.5%

90.2%
92.4%

89.2%
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80%

85%

90%

95%

100%
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経常収支比率
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（３） 健全化判断比率

① 実質赤字比率 －% △ 8.33% （注①）

平成20年度 平成2１年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

一般会計等の実質赤字額 △ 404,636 △ 252,640 △ 1,261,950 △ 1,292,633 △ 1,510,312 △ 1,866,259

標準財政規模 21,154,615 21,309,299 21,702,010 21,944,421 22,182,855 22,387,602

算定結果 △ 1.91% △ 1.18% △ 5.81% △ 5.89% △ 6.80% △ 8.33%

実質赤字比率 －% －% －% －% －% －%

※注①　算定結果が△（マイナス）の場合は、黒字であることから”－”と表示し、実質赤字比率はないこととなります。

※注②　標準財政規模　＝　標準税収入額等　＋　普通交付税　＋　臨時財政対策債発行可能額

※注③　自主的な改善努力による財政健全化が必要な水準

→　財政健全化計画の策定・外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等

※注④　国の関与による確実な再生が必要な水準

→　財政再生計画の策定・外部監査の義務付け、起債の制限、総務大臣による予算変更の勧告等

　 平成19年6月に、財政悪化が進む地方公共団体の早期健全化と財政の再生などを目的とする「地方公共
団体の財政の健全化に関する法律（以下「財政健全化法」）」が制定され、19年度決算から財政状況を判断
する基準となる「健全化判断比率」として、「実質赤字比率」、「連結実質赤字比率」、「実質公債費比率」、
「将来負担比率」の４つの比率の算定、公表を行うこととなりました。これらの比率が一定の基準を超える場
合には、財政健全化計画の策定が義務付けられる財政健全化団体となり、更に一定の基準を超える場合に
は従来の赤字再建団体に相当する財政再生団体となり財政再生計画の策定が義務付けられます。また、
公営企業である下水道事業については、「資金不足比率」の算定を行いました。この比率が一定の基準を超
える場合には、経営健全化計画の策定が義務付けられます。
　(なお、健全化判断比率に関する数値につきましては、国、県の確認作業が未済みのため、暫定値となっています。）

　 一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模（注②）に対する比率で、市町村における早期健
全化基準（注③）は、財政規模に応じて11.25%～15%となっており、生駒市の早期健全化基準は12.28%で
す。また、財政再生基準（注④）は20%となっています。
　 平成25年度は、平成24年度と比較すると、歳入においては市税、株式等譲渡所得割交付金、国庫支
出金等の増加により40.4億円増収となり、歳出は社会保障関係費、普通建設事業費（生駒駅前北口第
二地区市街地再開発事業、中央公民館施設整備、消防署北分署整備、サンヨースポーツセンター購入
等）の増加により35.3億円の増加となりました。このことにより、翌年度繰越額を加えた実質的な黒字額
は3.6億円増加し、算定結果は△（マイナス）の比率が平成24年度の△6.80%から△8.33%へ上昇（黒字の
比率が増加）しましたが、実質赤字比率がないことは平成19年度から変わりありません。
　なお、上記歳入歳出の増加額には、共に地方債の借換債約21.6億円が含まれています。

標準財政規模
実質赤字比率　＝

一般会計等の実質赤字額

△ 1.91%
△ 1.18%

△ 5.81% △ 5.89% △ 6.80%

△ 8.33%

△ 10.00%

△ 8.00%

△ 6.00%

△ 4.00%

△ 2.00%

0.00%

平成20年度 平成2１年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

実質赤字比率
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② 連結実質赤字比率 －% △ 30.23% （注⑤）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度① 平成25年度② 差引 ②-①

全会計の実質赤字額 △ 2,589,435 △ 3,666,639 △ 4,322,284 △ 4,796,278 △ 6,311,560 △ 6,768,658 △ 457,098

一般会計等 △ 404,636 △ 252,640 △ 1,261,950 △ 1,292,633 △ 1,510,312 △ 1,866,259 △ 355,947

介護保険特別会計 △ 93,107 △ 166,645 △ 135,734 △ 67,269 △ 117,378 △ 38,869 78,509

国民健康保険特別会計 249,473 101,359 △ 27,930 △ 532,408 △ 497,808 △ 489,215 8,593

老人保健特別会計 2,905 △ 3,596 0 0

自動車駐車場事業特別会計 0 0 0 11,772 0 0 0

後期高齢者医療特別会計 △ 2,355 △ 3,014 △ 3,297 △ 3,843 △ 5,518 △ 4,791 727

下水道事業特別会計 0 0 0 △ 1,606 △ 92 △ 1,340 △ 1,248

水道事業会計 △ 2,341,715 △ 3,342,103 △ 2,892,822 △ 2,908,030 △ 4,046,127 △ 4,295,074 △ 248,947

病院事業会計 △ 551 △ 2,261 △ 134,325 △ 73,110 61,215

標準財政規模 21,154,615 21,309,299 21,702,010 21,944,421 22,182,855 22,387,602

算定結果 △ 12.24% △ 17.20% △ 19.91% △ 21.85% △ 28.45% △ 30.23%

連結実質赤字比率 －% －% －% －% －% －%

※注⑤　算定結果が△（マイナス）の場合は、黒字であることから”－”と表示し、連結実質赤字比率はないこととなります。

　 全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率で、市町村におけ
る早期健全化基準は、財政規模に応じて16.25%～20%となっており、生駒市の早期健全化基準は17.28%
です。また、財政再生基準は30.0%となっています。
　 平成25年度は、平成24年度と比較して一般会計、水道事業会計等の黒字額が大きくなったことから、
算定結果は△（マイナス）の比率が平成24年度の△28.45%から△30.23%へ上昇（黒字の比率が増加）し
ましたが、連結実質赤字比率がないことは平成19年度から変わりありません。

連結実質赤字額

標準財政規模　
連結実質赤字比率　＝

△ 12.24%

△ 17.20%

△ 19.91%
△ 21.85%

△ 28.45%

△ 30.23%

△ 35.00%

△ 30.00%

△ 25.00%

△ 20.00%

△ 15.00%

△ 10.00%

△ 5.00%

0.00%

連結実質赤字比率

平成21年度 平成22年度平成20年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
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③ 実質公債費比率 3.7% （3ヶ年平均）

（元利償還金　＋　準元利償還金）　－

（特定財源　＋　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

（標準財政規模　－　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

元利償還金（注⑥） 3,950,693 3,959,883 4,051,857 4,210,707 3,942,999 3,576,099

準元利償還金（注⑥） 393,790 400,945 386,275 384,494 399,990 442,497

公営企業債の償還に
充てたと認められる繰
出金※１

373,647 400,945 386,275 384,494 399,990 442,497

公債費に準ずる債務負
担行為に基づく支出※
２

20,143 0 0 0 0 0

特定財源（公債費に充当
した都市計画税）

814,982 794,061 820,220 863,918 827,463 794,293

特定財源（その他）※３ 30,000 50,000 50,000

元利償還金・準元利償還
金に係る基準財政需要額
算入額

2,739,368 2,753,876 2,669,349 2,687,052 2,713,783 2,753,213

標準財政規模 21,154,615 21,309,299 21,702,010 21,944,421 22,182,855 22,387,602

実質公債費比率（単年度） 4.29065% 4.38088% 4.98387% 5.26672% 3.86122% 2.14466%

実質公債費比率（3ヶ年平均） 5.0% 5.0% 4.5% 4.8% 4.7% 3.7%

※注⑥　元利償還金・準元利償還金とも繰上償還額等は含んでいません。

　 一般会計等が負担する公債費に、上下水道事業等の公営企業債の元利償還金に充てる一般会計等
からの繰出金等を加えた経費の標準財政規模に対する比率で、指標としては3ヶ年の平均値を用いま
す。市町村の早期健全化基準は25.0%となっており、財政再生基準は35.0%となっています。
　 平成25年度は、臨時財政対策債等の繰上償還等の効果により、下降（改善）しました。数値が3％台
となるのは初めてです。

実質公債費比率　＝

※２　平成20
年度まで該当
する経費とし
て生駒市の委
託を受けて生
駒市土地開発
公社が先行取
得する公共用
地先行取得事
業がありまし
た。

※３　介護老
人保健施設に
対する減価償
却費に充当す
る指定管理者
負担金です。

※1　生駒市で
は、下水道事
業・自動車駐
車場事業特別
会計、病院事
業会計におい
て該当する経
費があります。

5.0% 5.0%
4.5%

4.8% 4.7%

3.7%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

実質公債費比率（3ヶ年平均）
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④ 将来負担比率 －% △ 63.6% （注⑦）

将来負担額　－　（充当可能基金額　＋　特定財源見込額　＋

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模　－　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

将来負担額 44,006,046 42,609,207 40,600,924 38,244,761 35,888,234 35,613,053

一般会計等の地方債
現在高

28,291,171 26,817,762 25,235,947 23,110,295 21,363,443 20,257,125

債務負担行為に基づく
支出予定額※１

83,836 0 16,660 0 77,897 28,606

公営企業債の償還に
充てる繰出見込額※２

6,656,586 6,689,055 6,530,627 6,580,100 6,378,341 6,697,793

退職手当負担見込額
※３

8,955,068 8,457,178 8,197,224 7,928,801 7,701,526 8,627,303

設立法人の負債額等
負担見込額※４

19,385 645,212 620,466 625,565 367,027 2,226

充当可能財源等 48,245,775 46,450,137 46,599,823 48,457,643 48,459,277 48,118,744

充当可能基金※５ 9,234,384 9,205,142 9,615,264 10,007,139 10,360,316 10,682,986

充当可能特定歳入（都
市計画税等）※６

11,079,390 9,513,757 8,664,452 9,464,157 8,528,211 6,921,430

基準財政需要額算入
見込額

27,932,001 27,731,238 28,320,107 28,986,347 29,570,750 30,514,328

標準財政規模 21,154,615 21,309,299 21,702,010 21,944,421 22,182,855 22,387,602

元利償還金・準元利償還
金に係る基準財政需要額
算入額

2,739,368 2,753,876 2,669,349 2,687,052 2,713,783 2,753,213

算定結果 △ 23.0% △ 20.6% △ 31.5% △ 53.0% △ 64.5% △ 63.6%

将来負担比率 －% －% －% －% －% －%

将来負担比率　＝

　 一般会計等の地方債現在高、上下水道事業などの公営企業債の元金償還金に充てる一般会計等
からの繰入見込額、地方公社の負債額、全職員の退職手当支給予定額など、一般会計等などが将来
負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率で、市町村の早期健全化基準は350.0%となっ
ています。
　 平成25年度は、将来負担額が一般会計等の地方債現在高の減等により減少したものの、充当可能
財源等も減少したために、平成24年度に比較して黒字の比率が0.9ポイント減少しましたが実質的な将
来負担額がないことは平成19年度から変わりありません。

※注⑦　算定結果が△（マイナス）となった場合は、実質的な将来負担額がないことから”－”と表示し、将来負担比率はな
いこととなります。

※６　都市計
画税の内、都
市計画事業に
係る地方債の
元金償還金に
充当可能な見
込額、生駒市
土地開発公社
への貸付金の
返済見込額及
び介護老人保
健施設の減価
償却費に充当
する指定管理
者負担金で
す。

※５　全ての
基金が対象で
す。現金や預
金、国債、地
方債等の現在
高であり貸付
金と不動産等
は除いていま
す。

※４　対象法
人は、生駒市
土地開発公
社、一般財団
法人生駒メ
ディカルセン
ター、奈良県
信用保証協会
です。

※３　各年度
末に職員全員
が自己都合に
より退職する
ものと仮定し
て計算します。

※１　生駒市
の委託を受け
て生駒市土地
開発公社が先
行取得する公
共用地取得事
業が該当しま
す。

※２　下水道
事業、自動車
駐車場事業特
別会計、病院
事業会計に該
当する経費が
あります。

△ 23.0% △ 20.6%
△ 31.5%

△ 53.0% △ 64.5% △ 63.6%
△ 100.0%

△ 50.0%

0.0%

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

将来負担比率

-40-



⑤ 資金不足比率 下水道事業 －% △0.2%

資金不足額 事業の規模

下水道事業（注⑧） △ 1,340 813,629

（注⑨） （注⑩）

３　財政健全化法の仕組み

※注⑨　資金不足額　＝　（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源
　　　　　に充てるために起こした地方債残高）　－　解消可能資金不足額

※注⑩　事業の規模　＝　営業収益に相当する収入の額　－　受託工事収益に相当する収入の額

資金不足比率　＝

　 公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率で、公営企業における経営健全化基準
（早期健全化基準に相当する基準）は20.0%となっています。
　 下水道事業は、平成25年度は前年度と同様に前年度繰越金に不用額が生じたことから資金剰余額
が発生し算定結果は△（マイナス）の比率となりましたが、資金不足比率がないことは平成23年度から
変わりありません。

資金不足額

事業の規模

※注⑧　下水道事業は、地方公営企業法非適用企業です。

指標の整備と

情報開示の徹底

［健全化判断比率］

・フロー指標

①実質赤字比率

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率

・ストック指標

④将来負担比率

[公営企業の資金不足比率］

資金不足比率

→監査委員の審査に付し、

議会に報告、公表

健全段階

自主的な改善努力

による財政健全化

・財政健全化計画の策定

・外部監査の義務付け

・実施状況を毎年度議会に

報告、公表

・早期健全化が著しく困難と

認められるときは、総務大

臣が必要な勧告を行う。

財政の
早期健全化

国等の関与による

確実な再生

・財政再生計画の策定

・外部監査の義務付け

・計画は総務大臣に協議し

同意を求めることができる。

【同意無し】

・災害復旧等を除き起債を制限

【同意有り】

・収支不足額を振り替えるため

再生振替特例債の起債可

・財政運営が計画に適合しない

場合、予算変更等を勧告

財政の再生

早期健全化基準

公営企業の経営健全化基準
財政再生基準

（
財
政
悪
化
）

（
健
全
財
政
）
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 Ⅳ　グラフによる財政の推移

単 位 : 億円

（億円） （　　） : 対前年増減率％

: 自主財源

１ 普通会計における歳入決算の推移

0

50

100

150

200

250

300

350

400

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 凡例

①171.52 
①165.27 ①163.83 ①165.46 ①166.73 ①市税

②5.62 
②8.01 

②3.42 ②3.75 ②6.32 ②繰入金

③27.96 
③25.03 ③34.10 

③36.90 
③41.60 ③その他の

自主財源

④30.19 
④35.43 ④33.28 

④37.13 

④39.94 ④その他の

依存財源

⑤52.56 
⑤40.82 ⑤43.38 

⑤43.44 

⑤50.76 ⑤国庫

支出金

⑥29.96 

⑥37.63 
⑥41.06 

⑥43.19 

⑥41.23 
⑥地方

交付税

⑦19.88 ⑦25.70 
⑦23.20 

⑦30.32 

⑦32.23 ⑦市債
342.27(1.3)

337.69(△4.2)

378.81(5.2)

337.89(0.1)

(△3.1)

(△0.9)

(29.3)

(△3.6)

(7.6)

(4.6)

(△9.7)

(△87.1)

(96.0)

(△1.5)

(1.8)

(△4.5)

(0.8)

(68.5)

(16.9)

(△4.5)

(9.1)

(17.4)

(42.5)
(△57.3)

(12.7)

(25.6)

(6.3)

(36.2)

自主財源

小計205.10

(△16.9)

214.65

(4.1)

198.31

(△3.3)

201.35

(1.5)

360.19（5.2）

(0.1)

(△10.5)

(6.3)

(11.6)
(△6.1)

206.11

(2.4)

(9.6)

(5.2)

(30.7)

(8.2)

(△22.3)

(1.0)
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単 位 : 億円

（億円） （　　） : 対前年増減率％

: 義務的経費

２　普通会計における歳出決算（性質別）の推移

0

50

100

150

200

250

300

350

400

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 凡例

①81.97 
①74.73 ①76.92 ①75.09 

①68.66 
①人件費

②43.82 
②62.41 

②65.34 ②65.63 
②68.00 

②扶助費

③38.88 

③45.38 
③47.86 ③50.59 

③45.42 ③公債費

④60.78 

④61.80 
④62.55 ④64.71 

④66.76 
④物件費

⑤31.29 

⑤31.31 

⑤31.49 
⑤32.59 

⑤35.70 
⑤繰出金

⑥37.11 

⑥22.14 
⑥17.60 

⑥18.58 ⑥23.82 ⑥その他

⑦38.78 ⑦26.61 

⑦25.55 
⑦34.68 

⑦47.07 
⑦投資

的経費

355.43(4.0)

332.63(△3.8)

(△8.6)
(2.9)(△4.6)

(△12.7)

(0.6)

(3.2)

(3.5)

(3.6)

(35.7)

(0.1)

(△6.1)

(1.0)

(△8.7)

(△4.7)

(7.2)

(△4.0)

(5.6)

(3.5)
(1.2)

(4.7)

(5.5)

義務的経費

小計
182.08

(△4.8)

164.67

(△2.8)

190.12

(4.2)

341.87(4.4)

(△2.4)

(0.4)

(28.8)

324.38(△2.5)

(△31.4)

(△20.5)

(1.7)

(16.7)

(42.4)

(△8.8)

182.52

(10.8)

327.31(0.9)

(△10.2)

(5.7)

(9.5)

(35.7)

191.31

(0.6)

(△40.3)
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単 位 : 億円

（億円） （　　） : 対前年増減率％

３ 積 立 基 金 現 在 高 の 推 移

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 凡例

①7.35 ①6.88 ①6.50 ①6.32 
①7.67 

①その他

②17.30 
②23.32 ②23.37 ②23.41 

②23.96 
②財政調

整基金

③10.27 

③10.30 ③10.31 ③11.51 

③14.79 
③減債基金

④8.46 

④10.31 ④12.13 
④13.93 

④15.67 ④職員退職

給与基金

⑤11.29 

⑤12.13 

⑤13.73 

⑤13.85 

⑤10.74 ⑤公共施設

整備基金

⑥26.68 

⑥26.74 
⑥24.56 

⑥24.54 

⑥24.59 

⑥北部地

域整備促

進基金

⑦10.76 

⑦10.37 ⑦9.60 
⑦6.17 

⑦0.00 

⑦生駒駅前

北口第二地

区再開発基金

100.20(0.1)

97.42(△2.3)

92.11(△0.5)

100.05(8.6)

(0.9)

(0.2)

(△2.4)

(△3.6)

(△8.2)

(13.2)

(0.2)

(2.3)

(28.5)

(△2.8)

(11.6)

(△7.4)

(32.7)

(△9.3)

(△1.4)

(0.3)

(△22.2) (△6.4)

(0.3)

(21.9)

(7.4)

(34.8)

(△35.7)

(△5.5)

(17.7)

(0.1)

(0.2)

99.73(△0.5)

(△22.5)

(0.2)

(皆減)

(14.8)

(21.4)

(12.5)

(0.2)

(△0.1)
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単 位 : 億円

（　　） : 対前年増減率％

（億円） : 地方債（その他会計分）

: 地方債（普通会計分）

４ 地 方 債 現 在 高 の 推 移

0

50

100

150

200

250

300

350

400

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 凡例

①35.46 ①28.72 
①22.70 

①17.28 ①12.47 
①その他

②0.00 
②0.00 

②0.00 ②3.94 ②9.73 ②緊急防災・

減災事業債

③34.58 
③31.24 

③27.89 ③26.23 ③25.42 ③公共事業等債

④61.11 

④51.11 

④40.24 

④33.19 
④26.76 

④一般単独

事業債

⑤11.81 

⑤10.96 

⑤10.82 

⑤9.38 
⑤8.49 ⑤学校教育施設等

整備事業債

⑥39.65 

⑥34.40 

⑥29.08 

⑥23.68 
⑥18.23 ⑥減税補填債・

臨時税収補填債

⑦88.92 

⑦90.96 ⑦臨時財政

対策債

⑧101.07 

⑧104.25 

⑧104.92 

⑧105.10 

⑧104.97 ⑧下水道

事業債

⑨7.10 

⑨5.90 

⑨4.65 

⑨3.36 

⑨2.01
⑨駐車場

整備

事業債

⑩12.46 

⑩11.99 

⑩11.51 

⑩11.02 

⑩10.52 

⑩介護老人

保健施設

整備事業債

340.68(△6.0)

309.56(△3.9)

376.35(△3.0)

362.51(△3.7)

(△14.3)

(△11.8)

(3.1)

(△10.7)

(△19.4)

(△23.0)

(△3.1)

(△4.9)

(△0.1)

(△13.2)

(14.8)

(△16.4)

(△9.7)

(4.3)

(14.8)

(147.0)(△19.0)

(0.6)

(△1.3)

(5.9)

(△21.0)

(△15.5)

(△21.3)

(△11.4)

(△40.2)

(△21.2)

⑦83.94

(△4.0)

普通会計

小計

202.62

(△7.7)
192.06

(△5.2)

255.72

(△5.3)
240.37

(△6.0)

219.60

(△8.6)

(△7.2)

(△27.7)

(0.2)

(△27.8)

(0.1)

(△9.5)

(△23.9)

(2.3)

(△4.5)

(△3.6)

(△13.9)

(△14.1)

(△3.8)

(△16.9)

⑦88.87

322.10(△5.5)

⑦73.11

(皆増)

(△6.0)

(△13.3)

(△17.5)

(△18.6)

(△4.3)
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  Ⅴ 財 務 書 類 （ 財 務 ４ 表 ） 
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（
単

位
：

千
円

）

[
資

産
の

部
]

[
負

債
の

部
]

１
　

公
共

資
産

１
　

固
定

負
債

(
1
)
 
有

形
固

定
資

産
(
1
)
 
地

方
債

1
6
,
2
2
8
,
6
4
7

①
生

活
イ

ン
フ

ラ
・

国
土

保
全

7
4
,
4
6
0
,
0
8
6

(
2
)
 
長

期
未

払
金

②
教

育
3
8
,
0
7
7
,
7
7
5

①
物

件
の

購
入

等

③
福

祉
3
,
6
3
3
,
1
8
5

②
債

務
保

証
又

は
損

失
補

償

④
環

境
衛

生
8
,
8
5
6
,
3
5
2

③
そ

の
他

⑤
産

業
振

興
1
,
3
1
4
,
5
4
4

長
期

未
払

金
計

0

⑥
消

防
2
,
7
8
8
,
5
5
3

(
3
)
 
退

職
手

当
引

当
金

8
,
0
4
1
,
0
9
1

⑦
総

務
1
2
,
2
6
0
,
5
6
6

(
4
)
 
損

失
補

償
等

引
当

金
0

有
形

固
定

資
産

計
1
4
1
,
3
9
1
,
0
6
1

固
定

負
債

合
計

2
4
,
2
6
9
,
7
3
8

(
2
)
 
売

却
可

能
資

産
5
0
9
,
2
9
9

公
共

資
産

合
計

1
4
1
,
9
0
0
,
3
6
0

２
　

流
動

負
債

(
1
)
 
翌

年
度

償
還

予
定

地
方

債
2
,
9
7
6
,
9
0
0

２
　

投
資

等
(
2
)
 
短

期
借

入
金

（
翌

年
度

繰
上

充
用

金
）

0

(
1
)
 
投

資
及

び
出

資
金

(
3
)
 
未

払
金

0

①
投

資
及

び
出

資
金

2
,
7
2
4
,
5
9
3

(
4
)
 
翌

年
度

支
払

予
定

退
職

手
当

5
8
6
,
2
1
2

②
投

資
損

失
引

当
金

0
(
5
)
 
賞

与
引

当
金

4
3
6
,
4
3
0

投
資

及
び

出
資

金
計

2
,
7
2
4
,
5
9
3

流
動

負
債

合
計

3
,
9
9
9
,
5
4
2

(
2
)
 
貸

付
金

0

(
3
)
 
基

金
等

負
　

　
債

　
　

合
　

　
計

2
8
,
2
6
9
,
2
8
0

①
退

職
手

当
目

的
基

金
1
,
5
6
7
,
4
5
9

②
そ

の
他

特
定

目
的

基
金

4
,
2
9
9
,
8
2
0

③
土

地
開

発
基

金
0

[
純

資
産

の
部

]

④
そ

の
他

定
額

運
用

基
金

0
１

　
公

共
資

産
等

整
備

国
県

補
助

金
等

1
9
,
4
4
8
,
5
2
1

⑤
退

職
手

当
組

合
積

立
金

0

基
金

等
計

5
,
8
6
7
,
2
7
9

２
　

公
共

資
産

等
整

備
一

般
財

源
等

1
2
1
,
2
4
3
,
1
6
8

(
4
)
 
長

期
延

滞
債

権
1
,
3
0
0
,
3
3
6

(
5
)
 
回

収
不

能
見

込
額

△
 
3
6
7
,
5
6
5

３
　

そ
の

他
一

般
財

源
等

△
 
1
1
,
5
1
8
,
5
1
4

投
資

等
合

計
9
,
5
2
4
,
6
4
3

４
　

資
産

評
価

差
額

3
1
6
,
0
4
0

３
　

流
動

資
産

(
1
)
 
現

金
預

金
純

　
 
資

　
 
産

　
 
合

　
 
計

1
2
9
,
4
8
9
,
2
1
5

①
財

政
調

整
基

金
2
,
3
9
5
,
6
1
7

②
減

債
基

金
1
,
4
7
9
,
2
6
6

③
歳

計
現

金
2
,
3
3
8
,
3
6
5

現
金

預
金

計
6
,
2
1
3
,
2
4
8

(
2
)
 
未

収
金

①
地

方
税

1
3
0
,
5
8
5

②
そ

の
他

2
8
,
6
9
3

③
回

収
不

能
見

込
額

△
 
3
9
,
0
3
4

未
収

金
計

1
2
0
,
2
4
4

流
動

資
産

合
計

6
,
3
3
3
,
4
9
2

資
　

　
産

　
　

合
　

　
計

1
5
7
,
7
5
8
,
4
9
5

負
 
債

 
・

 
純

 
資

 
産

 
合

 
計

1
5
7
,
7
5
8
,
4
9
5

１
 
貸

借
対

照
表

(
平

成
2
6
年

3
月

3
1
日

現
在

)

0 0 0

貸
　

　
　
　

　
　

　
　

　
　

方
借

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

方

平
成

２
５

年
度
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※
１

　
他

団
体

及
び

民
間

へ
の

支
出

金
に

よ
り

形
成

さ
れ

た
資

産
①

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全
千

円

②
教

育
千

円

③
福

祉
千

円

④
環

境
衛

生
千

円

⑤
産

業
振

興
千

円

⑥
消

防
千

円

⑦
総

務
千

円

計
千
円

　
上

の
支

出
金

に
充

当
さ

れ
た

財
源

①
国

県
補

助
金

等
千

円

②
地

方
債

千
円

③
一

般
財

源
等

千
円

計
千
円

※
２

　
債

務
負

担
行

為
に

関
す

る
情

報
①

物
件

の
購

入
等

千
円

②
債

務
保

証
又

は
損

失
補

償
千

円

（
う

ち
共

同
発

行
地

方
債

に
係

る
も

の
千

円
）

③
そ

の
他

千
円

※
３

　
地

方
債

残
高

（
翌

年
度

償
還

予
定

額
を

含
む

）
の

う
ち

2
4
,
8
0
4
,
3
7
3
千

円
に

つ
い

て
は

、
償

還
時

に
地

方
交

付
税

の
算

定
の

基
礎

に
含

ま
れ

る
こ

と
が

見
込

ま
れ

て
い

る
も

の
で

す
。

※
４

　
普

通
会

計
の

将
来

負
担

に
関

す
る

情
報

　
普

通
会

計
の

将
来

負
担

額
3
4
,
5
6
1
,
4
7
5
千

円

　
[
内

訳
]
　

普
通

会
計

地
方

債
残

高
1
9
,
2
0
5
,
5
4
7
千

円
1
9
,2

0
5
,5

4
7

千
円

　
　

　
　

　
債

務
負

担
行

為
支

出
予

定
額

2
8
,
6
0
6
千

円
0

千
円

千
円

　
　

　
　

　
公

営
事

業
地

方
債

負
担

見
込

額
6
,
6
9
7
,
7
9
3
千

円
千

円

　
　

　
　

　
一

部
事

務
組

合
等

地
方

債
負

担
見

込
額

0
千

円
千

円

　
　

　
　

　
退

職
手

当
負

担
見

込
額

8
,
6
2
7
,
3
0
3
千

円
8
,6

2
7
,3

0
3

千
円

　
　

　
　

　
第

三
セ

ク
タ

ー
等

債
務

負
担

見
込

額
2
,
2
2
6
千

円
0

千
円

千
円

　
　

　
　

　
連

結
実

質
赤

字
額

0
千

円

　
　

　
　

　
一

部
事

務
組

合
等

実
質

赤
字

負
担

額
0
千

円

　
基

金
等

将
来

負
担

軽
減

資
産

4
8
,
1
2
1
,
2
8
9
千

円

　
[
内

訳
]
　

地
方

債
償

還
額

等
充

当
基

金
残

高
1
0
,
6
8
2
,
9
8
6
千

円

　
　

　
　

　
地

方
債

償
還

額
等

充
当

歳
入

見
込

額
6
,
9
2
1
,
4
3
0
千

円

　
　

　
　

　
地

方
債

償
還

額
等

充
当

交
付

税
見

込
額

3
0
,
5
1
6
,
8
7
3
千

円

　
(
差

引
)
普

通
会

計
が

将
来

負
担

す
べ

き
実

質
的

な
負

債
△

 
1
3
,
5
5
9
,
8
1
4
千

円

※
５

　
有

形
固

定
資

産
の

う
ち

、
土

地
は

6
7
,
5
3
9
,
8
9
1
千

円
で

す
。

ま
た

、
有

形
固

定
資

産
の

減
価

償
却

累
計

額
は

8
0
,
2
9
8
,
6
9
1
千

円
で

す
。

※
６

　
有

形
固

定
資

産
台

帳
の

整
備

を
段

階
的

に
行

っ
て

い
ま

す
。

ま
た

、
有

形
固

定
資

産
は

、
取

得
原

価
を

基
礎

と
し

て
算

定
し

た
価

額
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

※
７

　
売

却
可

能
資

産
の

範
囲

は
、

生
駒

市
行

政
改

革
推

進
委

員
会

未
利

用
財

産
活

用
検

討
部

会
に

お
い

て
、

売
却

可
能

と
さ

れ
た

資
産

の
う

ち
、

昭
和

4
4年

度
（

決
算

統
計

調
査

開
始

）
以

降

　
　

　
に

取
得

し
た

も
の

を
計

上
し

て
お

り
、

売
却

可
能

価
額

は
、

平
成

2
5
年

1
月

1
日

現
在

の
相

続
税

路
線

価
を

も
と

に
算

出
し

て
い

ま
す

。

※
８

　
回

収
不

能
見

込
額

は
、

過
去

5
年

間
の

回
収

不
能

実
績

率
を

も
と

に
算

出
し

て
い

ま
す

。

※
９

　
退

職
手

当
引

当
金

は
、

平
成

2
5
年

度
末

に
特

別
職

を
含

む
全

職
員

が
普

通
退

職
し

た
場

合
の

退
職

手
当

支
給

見
込

額
か

ら
、

平
成

2
6
年

度
支

払
予

定
退

職
手

当
の

額
を

除
い

た
額

で
、

　
　

　
職

員
一

人
ご

と
の

積
み

上
げ

方
式

に
よ

り
算

定
し

て
い

ま
す

。

8
,
1
0
6
,2
4
2

項
目

負
債

計
上

【
（
翌

年
度

償
還

予
定

）
地

方
債

・
（
長

期
）
未

払
金

・
引

当
金

】

注
記

【
契

約
債

務
・

偶
発

債
務

】

[内
訳

]

金
額

9
2
8
,
6
66

1
2
,
8
8
8,
3
5
2

1
9
,
7
9
0,
9
9
3

5
4
2
,
6
22

2
,
5
9
4 0

2
8
,6

0
6

6
,6

9
7
,7

9
3

5
9
7
,
7
98

1
8
6
,
7
97

1
3
,
8
6
2,
4
5
8 0

2
,2

2
6

4
0
2
,
2
16

2
,
2
3
4
,1
9
6 0

2
,
5
0
7
,5
2
8

1
9
,
7
9
0,
9
9
3

5
,
9
7
3
,9
7
5
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（
単

位
：

千
円

）

[
資

産
の

部
]

[
負

債
の

部
]

１
　

公
共

資
産

１
　

固
定

負
債

(
1
)
 
有

形
固

定
資

産
(
1
)
 
地

方
債

1
7
,
0
2
0
,
3
6
3

①
生

活
イ

ン
フ

ラ
・

国
土

保
全

7
5
,
0
3
7
,
0
9
3

(
2
)
 
長

期
未

払
金

②
教

育
3
7
,
9
9
8
,
7
2
0

①
物

件
の

購
入

等

③
福

祉
3
,
7
5
2
,
8
9
7

②
債

務
保

証
又

は
損

失
補

償

④
環

境
衛

生
9
,
4
0
7
,
0
6
3

③
そ

の
他

⑤
産

業
振

興
1
,
3
1
3
,
9
4
2

長
期

未
払

金
計

0

⑥
消

防
2
,
3
6
6
,
1
2
8

(
3
)
 
退

職
手

当
引

当
金

7
,
0
5
3
,
2
1
6

⑦
総

務
1
2
,
8
0
8
,
5
6
0

(
4
)
 
損

失
補

償
等

引
当

金
0

有
形

固
定

資
産

計
1
4
2
,
6
8
4
,
4
0
3

固
定

負
債

合
計

2
4
,
0
7
3
,
5
7
9

(
2
)
 
売

却
可

能
資

産
5
1
9
,
1
3
8

公
共

資
産

合
計

1
4
3
,
2
0
3
,
5
4
1

２
　

流
動

負
債

(
1
)
 
翌

年
度

償
還

予
定

地
方

債
3
,
2
4
1
,
3
9
9

２
　

投
資

等
(
2
)
 
短

期
借

入
金

（
翌

年
度

繰
上

充
用

金
）

0

(
1
)
 
投

資
及

び
出

資
金

(
3
)
 
未

払
金

0

①
投

資
及

び
出

資
金

2
,
7
0
0
,
0
2
4

(
4
)
 
翌

年
度

支
払

予
定

退
職

手
当

6
4
8
,
3
1
0

②
投

資
損

失
引

当
金

0
(
5
)
 
賞

与
引

当
金

4
4
2
,
2
0
4

投
資

及
び

出
資

金
計

2
,
7
0
0
,
0
2
4

流
動

負
債

合
計

4
,
3
3
1
,
9
1
3

(
2
)
 
貸

付
金

0

(
3
)
 
基

金
等

負
　

　
債

　
　

合
　

　
計

2
8
,
4
0
5
,
4
9
2

①
退

職
手

当
目

的
基

金
1
,
3
9
2
,
5
6
0

②
そ

の
他

特
定

目
的

基
金

5
,
0
8
8
,
6
3
2

③
土

地
開

発
基

金
0

[
純

資
産

の
部

]

④
そ

の
他

定
額

運
用

基
金

2
,
0
0
0

１
　

公
共

資
産

等
整

備
国

県
補

助
金

等
1
9
,
6
1
4
,
5
0
9

⑤
退

職
手

当
組

合
積

立
金

0

基
金

等
計

6
,
4
8
3
,
1
9
2

２
　

公
共

資
産

等
整

備
一

般
財

源
等

1
2
2
,
8
9
8
,
3
8
2

(
4
)
 
長

期
延

滞
債

権
1
,
4
0
5
,
2
3
8

(
5
)
 
回

収
不

能
見

込
額

△
 
4
0
9
,
9
3
9

３
　

そ
の

他
一

般
財

源
等

△
 
1
2
,
3
9
9
,
8
0
6

投
資

等
合

計
1
0
,
1
7
8
,
5
1
5

４
　

資
産

評
価

差
額

3
2
5
,
8
7
9

３
　

流
動

資
産

(
1
)
 
現

金
預

金
純

　
 
資

　
 
産

　
 
合

　
 
計

1
3
0
,
4
3
8
,
9
6
4

①
財

政
調

整
基

金
2
,
3
4
0
,
9
1
9

②
減

債
基

金
1
,
1
5
1
,
3
5
6

③
歳

計
現

金
1
,
8
3
2
,
3
1
3

現
金

預
金

計
5
,
3
2
4
,
5
8
8

(
2
)
 
未

収
金

①
地

方
税

1
4
8
,
5
0
4

②
そ

の
他

3
2
,
8
2
9

③
回

収
不

能
見

込
額

△
 
4
3
,
5
2
1

未
収

金
計

1
3
7
,
8
1
2

流
動

資
産

合
計

5
,
4
6
2
,
4
0
0

資
　

　
産

　
　

合
　

　
計

1
5
8
,
8
4
4
,
4
5
6

負
 
債

 
・

 
純

 
資

 
産

 
合

 
計

1
5
8
,
8
4
4
,
4
5
6

貸
　

　
　
　

　
　

　
　

　
　

方
借

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

方

１
 
貸

借
対

照
表

(
平

成
2
5
年

3
月

3
1
日

現
在

)

0 0 0

平
成

２
４

年
度
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※
１

　
他

団
体

及
び

民
間

へ
の

支
出

金
に

よ
り

形
成

さ
れ

た
資

産
①

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全
千

円

②
教

育
千

円

③
福

祉
千

円

④
環

境
衛

生
千

円

⑤
産

業
振

興
千

円

⑥
消

防
千

円

⑦
総

務
千

円

計
千
円

　
上

の
支

出
金

に
充

当
さ

れ
た

財
源

①
国

県
補

助
金

等
千

円

②
地

方
債

千
円

③
一

般
財

源
等

千
円

計
千
円

※
２

　
債

務
負

担
行

為
に

関
す

る
情

報
①

物
件

の
購

入
等

千
円

②
債

務
保

証
又

は
損

失
補

償
千

円

（
う

ち
共

同
発

行
地

方
債

に
係

る
も

の
千

円
）

③
そ

の
他

千
円

※
３

　
地

方
債

残
高

（
翌

年
度

償
還

予
定

額
を

含
む

）
の

う
ち

2
3
,
6
8
8
,
9
1
0
千

円
に

つ
い

て
は

、
償

還
時

に
地

方
交

付
税

の
算

定
の

基
礎

に
含

ま
れ

る
こ

と
が

見
込

ま
れ

て
い

る
も

の
で

す
。

※
４

　
普

通
会

計
の

将
来

負
担

に
関

す
る

情
報

　
普

通
会

計
の

将
来

負
担

額
3
4
,
8
0
7
,
5
0
2
千

円

　
[
内

訳
]
　

普
通

会
計

地
方

債
残

高
2
0
,
2
6
1
,
7
6
2
千

円
2
0
,2

6
1
,7

6
2

千
円

　
　

　
　

　
債

務
負

担
行

為
支

出
予

定
額

7
7
,
8
2
5
千

円
0

千
円

千
円

　
　

　
　

　
公

営
事

業
地

方
債

負
担

見
込

額
6
,
3
9
9
,
3
6
2
千

円
千

円

　
　

　
　

　
一

部
事

務
組

合
等

地
方

債
負

担
見

込
額

0
千

円
千

円

　
　

　
　

　
退

職
手

当
負

担
見

込
額

7
,
7
0
1
,
5
2
6
千

円
7
,7

0
1
,5

2
6

千
円

　
　

　
　

　
第

三
セ

ク
タ

ー
等

債
務

負
担

見
込

額
3
6
7
,
0
2
7
千

円
0

千
円

千
円

　
　

　
　

　
連

結
実

質
赤

字
額

0
千

円

　
　

　
　

　
一

部
事

務
組

合
等

実
質

赤
字

負
担

額
0
千

円

　
基

金
等

将
来

負
担

軽
減

資
産

4
8
,
4
6
0
,
7
2
8
千

円

　
[
内

訳
]
　

地
方

債
償

還
額

等
充

当
基

金
残

高
1
0
,
3
6
0
,
3
1
6
千

円

　
　

　
　

　
地

方
債

償
還

額
等

充
当

歳
入

見
込

額
8
,
5
3
0
,
5
0
0
千

円

　
　

　
　

　
地

方
債

償
還

額
等

充
当

交
付

税
見

込
額

2
9
,
5
6
9
,
9
1
2
千

円

　
(
差

引
)
普

通
会

計
が

将
来

負
担

す
べ

き
実

質
的

な
負

債
△

 
1
3
,
6
5
3
,
2
2
6
千

円

※
５

　
有

形
固

定
資

産
の

う
ち

、
土

地
は

6
7
,
1
6
4
,
6
3
7
千

円
で

す
。

ま
た

、
有

形
固

定
資

産
の

減
価

償
却

累
計

額
は

7
6
,
3
6
5
,
9
6
4
千

円
で

す
。

※
６

　
有

形
固

定
資

産
台

帳
の

整
備

を
段

階
的

に
行

っ
て

い
ま

す
。

ま
た

、
有

形
固

定
資

産
は

、
取

得
原

価
を

基
礎

と
し

て
算

定
し

た
価

額
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

※
７

　
売

却
可

能
資

産
の

範
囲

は
、

生
駒

市
行

政
改

革
推

進
委

員
会

未
利

用
財

産
活

用
検

討
部

会
に

お
い

て
、

売
却

可
能

と
さ

れ
た

資
産

の
う

ち
、

昭
和

4
4年

度
（

決
算

統
計

調
査

開
始

）
以

降

　
　

　
に

取
得

し
た

も
の

を
計

上
し

て
お

り
、

売
却

可
能

価
額

は
、

平
成

2
4
年

1
月

1
日

現
在

の
相

続
税

路
線

価
を

も
と

に
算

出
し

て
い

ま
す

。

※
８

　
回

収
不

能
見

込
額

は
、

過
去

5
年

間
の

回
収

不
能

実
績

率
を

も
と

に
算

出
し

て
い

ま
す

。

※
９

　
退

職
手

当
引

当
金

は
、

平
成

2
4
年

度
末

に
特

別
職

を
含

む
全

職
員

が
普

通
退

職
し

た
場

合
の

退
職

手
当

支
給

見
込

額
か

ら
、

平
成

2
5
年

度
支

払
予

定
退

職
手

当
の

額
を

除
い

た
額

で
、

　
　

　
職

員
一

人
ご

と
の

積
み

上
げ

方
式

に
よ

り
算

定
し

て
い

ま
す

。

0

3
6
7
,0

2
7

4
1
1
,
4
24

2
,
3
5
0
,5
7
9 0

2
,
6
5
6
,3
3
2

1
8
,
8
8
3,
0
9
0

5
,
0
1
8
,1
3
4

7
7
,8

2
5

6
,3

9
9
,3

6
2

5
7
2
,
0
05

1
9
3
,
4
59

1
2
,
6
9
9,
2
9
1

1
,
0
1
4
,6
7
2

1
2
,
8
5
0,
2
8
4

1
8
,
8
8
3,
0
9
0

8
6
,
5
9
1

4
,
0
1
8 0

1
0
,
2
3
5,
6
8
1

項
目

負
債

計
上

【
（
翌

年
度

償
還

予
定

）
地

方
債

・
（
長

期
）
未

払
金

・
引

当
金

】

注
記

【
契

約
債

務
・

偶
発

債
務

】

[内
訳

]

金
額
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２
 
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
自

　
平

成
2
5
年

4
月

  
1
日

至
　

平
成

2
6
年

3
月

3
1
日

　
【
経

常
行

政
コ

ス
ト

】
（
単

位
：

千
円
）

総
　

　
額

（
構

成
比

率
）

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全
教

　
育

福
　

祉
環

 境
 衛

 生
産

 業
 振

 興
消

　
防

総
　

務
議

　
会

支
 払

 利
 息

回
収

不
能

見
込

計
上

額
そ

の
他

（
１

）
人

件
費

6
,0

0
2
,4

3
9

1
8
.4

%
7
1
0
,9

6
2

1
,0

8
8
,6

5
6

9
1
0
,5

6
2

4
5
8
,4

0
4

1
4
6
,9

8
6

9
7
3
,0

3
8

1
,4

1
1
,1

1
7

3
0
2
,7

1
4

0

（
２

）
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

等
1
,5

3
6
,7

8
5

4
.7

%
1
5
9
,2

3
0

2
8
3
,5

7
7

2
6
4
,8

7
2

1
2
9
,5

1
0

3
6
,9

6
3

2
9
8
,1

6
8

3
4
7
,3

7
6

1
7
,0

8
8

0

１
（
３

）
賞

与
引

当
金

繰
入

額
4
3
6
,4

3
0

1
.3

%
4
1
,6

1
5

7
9
,8

0
6

6
7
,8

2
6

3
4
,4

1
7
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成25年度における一時借入金の借入限度額は5,000,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

4,542,207
382,608

2,207,567

36,048,719
3,223,300

0
35,542,667

2,338,365

78,341

269,872

350,611

△ 5,047,391

0

0

2,398

0

0

506,052

1,832,313

0

3,006

798,277

317,204

0

5,398,002

0

4,279,515

945,200

391,810

2,474

3,031,353

△ 1,614,226

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

7,167,669

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

2,639,385

144,444

4,645,579

1,691,869

1,861,750

535,730

769,421

2,278,100

239,772

1,741,602

32,666,755

262,692

3,142,049

16,673,005

4,122,928

5,664,202

641,995

４ 資金収支計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

268,242

25,499,086

7,055,650

6,675,669

6,800,136

1,294,648

平成２５年度
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成24年度における一時借入金の借入限度額は5,000,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

４ 資金収支計算書
自　平成24年4月  1日

至　平成25年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

307,743

25,381,726

7,694,915

6,471,007

6,563,440

1,056,572

329,724

2,958,325

16,546,221

4,319,355

5,456,022

660,316

357,663

1,015,511

2,201,500

252,495

1,461,262

32,270,345

6,888,619

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

1,996,786

201,662

3,434,688

1,160,098

1,236,240

830,300

122,206

1,762

2,114,366

△ 1,320,322

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

4,612

328,278

308,142

0

5,370,579

0

4,729,547

0

4,100

0

0

336,342

1,495,971

1,832,313

83,121

51,403

138,624

△ 5,231,955

0

5,059,271
124,182

2,487,995

34,523,335
3,031,800

0
34,186,993

平成２４年度
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